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第２章 再エネ導入促進に向けた必要な情報についてのニーズ 

取得・整理 
 

 本章では、再エネ導入促進に向け必要な情報について、過年度調査、海外先進事例、ヒア

リング、自治体計画等をもとにニーズを把握し、情報提供サイトに追加する情報の優先度を

評価した。また、サイトの役割を明確化し、将来シナリオ（案）について検討した。 

 

2.1 過年度業務及び再エネ知見に基づく必要情報の整理 

本業務コンセプトである、再エネ導入促進に真に寄与する総合的な情報基盤の構築にあ

たっては、“システムとして何が提供可能か”というシーズではなく、“地方自治体担当者や

開発事業者等のユーザー目線”でのニーズ起点に立つことが重要である。他方、国としては

再エネ関係者における再エネ導入機運を最大限高めることにつながる施策の投入が必要と

なるが、施策投入にあたっては事前にその効果の規模や影響の程度を可能な限り予見し、よ

り効果的な施策になるよう作りこみを図る必要がある。 

 本背景を踏まえ、 

①各再エネ種の施策レベルの課題に基づく必要情報（国の視点） 

②各再エネ種の導入プロセスにおける必要情報（現場の視点） 

③再エネ導入機運を高める施策に関する必要情報（機運醸成の視点） 

の３側面から必要情報を整理した。 
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①各再エネ種の施策レベルの課題に基づく必要情報（国の視点） 

 各再エネ種について施策レベルの課題を整理することを目的として、第 5 次環境基本計

画及びエネルギー基本計画等をもとに、技術、経済、環境、その他の区分で整理を行った。 

 

表 2.1-1 各再エネ種の施策レベルの課題に基づく必要情報 

No. エネ区分 区分 課題 関連すると推測される必要情報 

1 

 

太陽光 技術 荒廃農地の活用(ポテンシャ

ルの有効活用) 

太陽光の荒廃農地ポテンシャル

量 

経済 発電コストの低減(2030 年

に 7円/kWh) 

太陽光の最新のコスト情報、技術

開発動向 

自家消費に資する蓄電池の

自立的普及 

蓄電池の最新のコスト情報、技術

開発動向 

環境 使用済みパネルの適正な廃

棄・処理 

市区町村ごとの廃棄費用積立実

績 

その他 遊休地や学校、工場の屋根の

活用など小規模太陽光の普

及 

建物導入可能性情報 

小規模太陽光のメンテナン

ス確保・再投資促進 

－ 

2 陸上風力 技術 送電容量の接続余地減少 系統情報 

経済 発電コストの低減(8～9 円

/kWh,浮体式除く) 

風力の最新のコスト情報、技術開

発動向 

環境 環境アセスメントの迅速化

や規模要件の見直し 

動植物・景観資源等のアセス関連

情報（EADAS にて一部提供済み） 

その他 地元との調整・地元の理解 市区町村ごとの陸上風力に対す

る導入意向 

各種規制・制約への対応 規制・制約情報 

規制・制度の合理化 － 

3 洋上風力 技術 安定稼働のための技術開発 － 

経済 低コスト化 洋上風力の最新のコスト情報、技

術開発動向 

環境 － － 

その他 海域利用のルール整備や系

統制約、基地港湾への対応、

関連手続きの迅速化 

－ 

4 中小水力 技術 新規地点の開発 中小水力シナリオ別導入可能量

発現仮想発電所 

送電容量の接続余地減少 系統情報 

IT 技術を活用したダムの運

用高度化（リパワー） 

－ 

リプレース － 

発電施設がない既存ダムへ 発電施設がない既存ダム 
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No. エネ区分 区分 課題 関連すると推測される必要情報 

の発電設備設置 

経済 コスト低減 中小水力の最新のコスト情報、技

術開発動向 

環境 － － 

その他 農林業などと合わせて多面

的に推進 

農林業における導入事例 

地元との調整・地元の理解 市区町村ごとの中小水力に対す

る導入意向 

規制・制度の合理化  － 

5 地熱 技術 送電容量の接続余地減少 系統情報 

掘削成功率や掘削効率の向

上に資する技術開発 

－ 

経済 コスト低減 コスト情報、技術開発動向 

投資リスクの軽減 － 

環境 環境アセスメントの迅速化

や規模要件の見直し 

動植物・景観資源等のアセス関連

情報の提供（EADAS にて一部提供

済み） 

その他 発電後の熱水の多段階利用 施設のエネルギー需要 

地元との調整・地元の理解 市区町村ごとの地熱に対する導

入意向 

地熱資源の適切な管理に向

けた制度整備 

－ 

6 地中熱利

用 

技術 － － 

経済 － － 

環境 － － 

その他 複数の需要家群で熱を面的

に融通 

熱需要家群情報 

7 太陽熱 技術 － － 

経済 － － 

環境 － － 

その他 複数の需要家群で熱を面的

に融通 

熱需要家群情報 
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②各再エネ種の導入プロセスにおける必要情報（現場の視点） 

１）太陽光の導入プロセスにおける必要情報 

 太陽光発電施設の設置までの流れは、（一社）太陽光発電協会ホームページによると、一

般的に“計画”、“システム経済性等検討、設置検討”、“運転開始”、“保守点検”、“廃棄”か

らなるとされている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.1-1 太陽光発電施設の設置までの流れ 

出典：一般社団法人 太陽光発電協会 HP 
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 太陽光の導入プロセスにおける必要情報を、（一社）太陽光発電協会ホームページや資源

エネルギー庁事業計画策定ガイドライン（太陽光発電）を基に検討した結果を表 2.1-2 に示

す。 

 

表 2.1-2 太陽光の導入プロセスにおける必要情報 

No. 導入プロセ

ス 

（大区分） 

導入プロセス 

（小区分） 

取組み 関連すると推測される必

要情報等 

1 企画立案 土地及び周辺環境

の調査・土地の選

定・関係手続 

候補地の概略検討 日射量情報 

候補地の探索 導入ポテンシャル、シナリ

オ別導入可能量 

法令等への適合性

の確認 

FIT 法施行規則 

条例情報（自治体個別策定

の再エネに関する条例等） 

制約情報（自治体個別策定

の土地利用計画、災害区域

指定、各種計画） 

送電線の有無、距離

の確認 

（一般的には）高圧配電線

(6,600V) 、 低 圧 配 電 線

(100V,200V)の位置情報 

送電線までの距離 

アセス手続き(対象

事業) 

環境影響評価に関する情

報 

風耐性の確認 年間平均風速、最大風速、

主風向 

地権者交渉 登記情報 

地域との関係構築 － － 

経済性検討等 経済性の検討 最新のコスト情報 

FIT・FIP 買取価格情報 

電力市場価格情報 

経済性試算ツール 

接続検討 接続検討申し込みに係る

情報 

事業計画策定 － 

2 設計・施工 土地開発の設計 防災対応 土砂災害警戒区域等、砂防

三法の指定範囲 

地域別の土砂災害情報 

水害情報 

降雨情報 

環境保全対応 環境影響評価法 

重要な動植物の生息・生育

範囲 



10 
 

No. 導入プロセ

ス 

（大区分） 

導入プロセス 

（小区分） 

取組み 関連すると推測される必

要情報等 

景観保全対応 重要な景観資源、主要な眺

望点 

発電設備の設計 適切な設計 電気事業法 

電技省令・電技解釈 

技術基準適合義務 

建築基準法 

施工 － － 

周辺環境への配慮 － － 

3 運用・管理 保守点検・維持管理

に関する計画の策

定及び体制の構築 

－ － 

通常運転時に求め

られる取組 

－ － 

非常時に求められ

る対処 

－ － 

地域への配慮 － － 

4 撤去及び処

分(リサイク

ル、リユー

ス、廃棄) 

計画的な撤去及び

処分費用の確保 

－ 廃棄積み立て情報 

近隣リユース・リサイクル

事業者情報 

事業終了後の撤去・

処分の実施 

－ 廃棄物処理法 

※法律については、各種関連する法律があるが特に関係性があると考えられたものを抽出している。 
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２）陸上・洋上風力の導入プロセスにおける必要情報 

 陸上・洋上発電施設の設置までの流れは、資源エネルギー庁資料によると、一般的に“立

地調査・風況調査等”、“環境アセスメント”、“用地確保・実施設計・各法手続”、“発注”、

“着工”、“運転開始”からなるとされている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.1-2 陸上・洋上風力発電施設の設置までの流れ 

出典：再生可能エネルギーの導入促進向けた制度の現状と課題,H27.6,資源エネルギー庁 
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 陸上・洋上風力の導入プロセスにおける必要情報を、資源エネルギー庁事業計画策定ガイ

ドライン（風力発電）を基に検討した結果を表 2.1-3 に示す。 

 

表 2.1-3 陸上・洋上風力の導入プロセスにおける必要情報 

No. 導入プロセ

ス 

（大区分） 

導入プロセス 

（小区分） 

取組み 関連すると推測される必

要情報等 

1 企画立案 土地及び周辺環境

の調査・土地の選

定・関係手続 

大枠での候補地の

選定 

年間平均風速、最大風速、

主風向 

候補地の探索 導入ポテンシャル、シナリ

オ別導入可能量 

法令等への適合性

の確認 

FIT 法 

FIT 法施行規則 

条例情報（自治体個別策定

の再エネに槓する条例等） 

制約情報（自治体個別策定

の土地利用計画、災害区域

指定、各種計画） 

送電線の有無、距離

の確認 

（一般的には）特別高圧線

(6,600V 超)の位置情報 

距離測定ツール 

アセス手続き(対象

事業) 

環境影響評価法 

各種環境影響評価情報 

地権者交渉 登記情報 

地域との関係構築 － － 

経済性検討等 経済性の検討 最新のコスト情報 

FIT・FIP 買取価格情報 

電力市場価格情報 

経済性試算ツール 

接続検討 申し込みに係る情報 

事業計画策定 － 

2 設計・施工 土地開発の設計 

※1 

防災対応 土砂災害防止法 

土砂災害情報 

水害情報 

降雨情報 

環境保全対応 環境影響評価法 

動植物情報 

景観保全対応 景観情報 

発電設備の設計 適切な設計 電機事業法 

施工 電気技術の取扱い 電技省令・電技解釈 
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No. 導入プロセ

ス 

（大区分） 

導入プロセス 

（小区分） 

取組み 関連すると推測される必

要情報等 

技術基準適合義務 

風力技術の取扱い 風技省令・風技解釈 

施工技術の取扱い 建築基準法 

水切り 水切り可能漁港位置 

搬送 道路幅 

道路架空線高さ 

周辺環境への配慮 － － 

3 運用・管理 保守点検・維持管理

に関する計画の策

定及び体制の構築 

－ － 

通常運転時に求め

られる取組 

－ － 

非常時に求められ

る対処 

－ － 

地域への配慮 － － 

4 撤去及び処

分(リサイク

ル、リユー

ス、廃棄) 

計画的な撤去及び

処分費用の確保 

－ 廃棄積み立て情報 

 

事業終了後の撤去・

処分の実施 

－ 廃棄物処理法 

※1 設計に必要な情報は企画立案時にも利用される情報である。 
※2 法律については、各種関連する法律があるが特に関係性があると考えられたものを抽出している。 
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３）中小水力の導入プロセスにおける必要情報 

 中小水力発電の設置までの流れは、資源エネルギー庁資料によると、一般的に“流量調査”、

“概要設計”、“事前協議・詳細設計（土木）・詳細設計（機械）”、“各法手続・機械設備発注”、

“土木設備発注”、“土木設備着工”、“機械設備設置”、“運転開始”からなるとされている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.1-3 中小水力発電施設の設置までの流れ 

出典：再生可能エネルギーの導入促進向けた制度の現状と課題,H27.6,資源エネルギー庁 

 

  



15 
 

表 2.1-4 中小水力の導入プロセスにおける必要情報 

No. 導入プロセ

ス 

（大区分） 

導入プロセス 

（小区分） 

取組み 関連すると推測される必

要情報等 

1 企画立案 土地及び周辺環境

の調査・土地の選

定・関係手続 

大枠での候補地の

選定 

河川流量 

候補地の探索 導入ポテンシャル、シナリ

オ別導入可能量 

法令等への適合性

の確認 

FIT 法 

FIT 法施行規則 

条例情報（自治体個別策定

の再エネに槓する条例等） 

制約情報（自治体個別策定

の土地利用計画、災害区域

指定、各種計画） 

送電線の有無、距離

の確認 

（一般的には）特別高圧線

(6,600V 超)の位置情報 

距離測定ツール 

アセス手続き(対象

事業) 

環境影響評価法 

各種環境影響評価情報 

水利権の確認 水利権情報 

地権者交渉 登記情報 

地域との関係構築 － － 

経済性検討等 経済性の検討 最新のコスト情報 

FIT・FIP 買取価格情報 

電力市場価格情報 

経済性試算ツール 

接続検討 申し込みに係る情報 

事業計画策定 － 

2 設計・施工 土地開発の設計 

※1 

防災対応 土砂災害防止法 

土砂災害情報 

水害情報 

降雨情報 

環境保全対応 環境影響評価法 

動植物情報 

景観保全対応 景観情報 

発電設備の設計 適切な設計 電機事業法 

電気技術の取扱い 電技省令・電技解釈 

技術基準適合義務 

施工 水力技術の取扱い 水技省令・水技解釈 

 施工技術の取扱い 建築基準法 
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No. 導入プロセ

ス 

（大区分） 

導入プロセス 

（小区分） 

取組み 関連すると推測される必

要情報等 

周辺環境への配慮 － － 

3 運用・管理 保守点検・維持管理

に関する計画の策

定及び体制の構築 

－ － 

通常運転時に求め

られる取組 

－ － 

非常時に求められ

る対処 

－ － 

地域への配慮 － － 

4 撤去及び処

分(リサイク

ル、リユー

ス、廃棄) 

計画的な撤去及び

処分費用の確保 

－ 廃棄積み立て情報 

事業終了後の撤去・

処分の実施 

－ 廃棄物処理法 

※法律については、各種関連する法律があるが特に関係性があると考えられたものを抽出している。 
※1 設計に必要な情報は企画立案時にも利用される情報である。 
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４）地熱の導入プロセスにおける必要情報 

 地熱発電施設の設置までの流れは、資源エネルギー庁資料によると、一般的に“地元理解”、

“地表調査”、“掘削調査”、“探査（調査井掘削等）”、“環境アセスの実施”、“生産井・還元

井掘削”、“発電設備設置”、“運転開始”からなるとされている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.1-4 地熱発電施設の設置までの流れ 

出典：再生可能エネルギーの導入促進向けた制度の現状と課題,H27.6,資源エネルギー庁 
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表 2.1-5 地熱の導入プロセスにおける必要情報 

No. 導入プロセ

ス 

（大区分） 

導入プロセス 

（小区分） 

取組み 関連すると推測される必

要情報等 

1 企画立案 土地及び周辺環境

の調査・土地の選

定・関係手続 

大枠での候補地の

選定 

地熱資源量 

候補地の探索 導入ポテンシャル、シナリ

オ 別 導 入 可 能 量 、

NEDO/JOGMEC 坑井データ 

法令等への適合性

の確認 

FIT 法 

FIT 法施行規則 

条例情報（自治体個別策定

の再エネに槓する条例等） 

制約情報（自治体個別策定

の土地利用計画、災害区域

指定、各種計画） 

送電線の有無、距離

の確認 

（一般的には）特別高圧線

(6,600V 超)の位置情報 

距離測定ツール 

アセス手続き(対象

事業) 

環境影響評価法 

各種環境影響評価情報 

地権者交渉 登記情報 

地域との関係構築 － － 

経済性検討等 経済性の検討 最新のコスト情報 

FIT・FIP 買取価格情報 

電力市場価格情報 

接続検討 申し込みに係る情報 

事業計画策定 － 

2 モニタリン

グ 

源泉モニタリング － － 

環境モニタリング － － 

3 設計・施工 土地開発の設計 

※1 

防災対応 土砂災害防止法 

土砂災害情報 

水害情報 

降雨情報 

環境保全対応 環境影響評価法 

動植物情報 

景観保全対応 景観情報 

発電設備の設計 適切な設計 電機事業法 

施工 電気技術の取扱い 電技省令・電技解釈 

技術基準適合義務 
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No. 導入プロセ

ス 

（大区分） 

導入プロセス 

（小区分） 

取組み 関連すると推測される必

要情報等 

火力技術の取扱い 火技省令・火技解釈 

施工技術の取扱い 建築基準法 

周辺環境への配慮 － － 

4 運用・管理 保守点検・維持管理

に関する計画の策

定及び体制の構築 

－ － 

通常運転時に求め

られる取組 

－ － 

非常時に求められ

る対処 

－ － 

地域への配慮 － － 

5 撤去及び処

分(リサイク

ル、リユー

ス、廃棄) 

計画的な撤去及び

処分費用の確保 

－ 廃棄積み立て情報 

事業終了後の撤去・

処分の実施 

－ 廃棄物処理法 

※1 設計に必要な情報は企画立案時にも利用される情報である。 
※2 法律については、各種関連する法律があるが特に関係性があると考えられたものを抽出している。 
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６）地中熱の導入プロセスにおける必要情報 

地中熱施設の導入については、国土交通省資料によると、導入検討手順として“熱利用方

法の検討”、“敷地条件の確認（敷地形状、地中埋設物等）”、“地中条件の確認（地質、地中

温度、地下水位等）”、“法的規制の確認（騒音・振動規制、地中利用を規制する条例等）”、

“周囲への影響等の確認（工事中における敷地周辺への影響等）”、“その他、必要事項の検

討”とされている。導入検討後は、“設計”、“施工”とつながっていく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.1-5 地中熱利用システムの導入検討手順 

出典：官庁施設における地中熱利用システム導入ガイドライン(案),H25.10,国土交通省  
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表 2.1-6 地中熱の導入プロセスにおける必要情報 

No. 導入プロセ

ス 

（大区分） 

導入プロセス 

（小区分） 

取組み 関連すると推測される必

要情報等 

1 導入検討 土地及び周辺環境

の調査・土地の選

定・関係手続 

熱利用方法の検討 熱需要マップ 

敷地条件の確認 建物ごとの熱需要情報 

地中条件の確認 地下水位置情報、地質情報 

法的規制の確認 各地域の地下水揚水に関

する規制情報、条例情報 

周囲への影響等の

確認 

条例情報等 

その他、必要事項の

検討 

－ 

経済性検討等 経済性の検討 最新のコスト情報 

事業計画策定 － 

2 設計・施工 土地開発の設計 

※1 

開発課題の把握 埋立物の有無に係わる情

報 

熱利用設備の設計 熱収支計算（必要熱

量の算出、熱交換量

の算出） 

気温、施設の熱利用関連設

備の仕様情報、熱利用情

報、将来の熱需要予測情報 

サーマルレスポン

ス試験 

－ 

施工 － － 

3 運用・管理 不凍液の点検 － － 

設備機器の点検 － － 

4 撤去及び処

分(リサイク

ル、リユー

ス、廃棄) 

計画的な撤去及び

処分費用の確保 

－ － 

事業終了後の撤去・

処分の実施 

－ － 

※1 設計に必要な情報は企画立案時にも利用される情報である。 
※2 法律については、各種関連する法律があるが特に関係性があると考えられたものを抽出している。 
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７）太陽熱の導入プロセスにおける必要情報 

太陽熱の導入については、独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）

の資料（業務用太陽熱利用システムの導入検討ガイドライン）によると、“熱需要の有無の

確認”、“設置場所の確認”、”日照の確認”、“専門家による事前調査”、“経済性の検討”、“設

計・計画”、“施工・工事”、“運用管理”が挙げられている。 

 

表 2.1-7 太陽熱の導入プロセスにおける必要情報 

No. 導入プロセ

ス 

（大区分） 

導入プロセス 

（小区分） 

取組み 関連すると推測される必

要情報等 

1 導入検討 熱需要の有無の確

認 

年間を通した熱需

要の確認、発生期間

や頻度の確認 

施設区分ごとの熱需要特

性 

設置場所の確認 集熱器の設置スペ

ースの確認 

－ 

日照の確認 － 日射量データ 

専門家による事前

調査 

－ － 

経済性検討等 経済性の検討 最新のコスト情報 

事業計画策定 － 

2 設計・施工 設計・計画 － － 

施工・工事 － － 

3 運用・管理 設備の点検 － － 

4 撤去及び処

分(リサイク

ル、リユー

ス、廃棄) 

計画的な撤去及び

処分費用の確保 

－ － 

事業終了後の撤去・

処分の実施 

－ － 

※法律については、各種関連する法律があるが特に関係性があると考えられたものを抽出している。 
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③再エネ導入機運を高める施策に関する必要情報（機運醸成の視点） 

 再エネ導入の機運を高めるにあたっては、“称える”、“期待する”、“気づきを与える”の

切り口からの情報提供が効果的と考える。各切り口から考えられる施策案と当該施策を実

行するのに必要な情報を整理した。 

表 2.1-8 再エネ導入機運を高める施策に関する必要情報 

機運を高める

切り口 

切り口の 

意味合い 

施策案 必要情報 

称える 再エネに導入に

積極的な自治体

を 称 え る こ と

で、更なる導入

を促す。 

エネルギービジョンまたはそれに準

じている計画を策定している自治体

を公表 

各市区町村のエネルギー

ビジョン策定状況 

地球温暖化対策実行計画を策定して

いる自治体を公表 

各市区町村の地球温暖化

対策実行計画の策定状況 

ゼロカーボンシティ宣言をしている

自治体を公表 

各市区町村のゼロカーボ

ンシティの宣言状況 

環境未来都市またはそれに準じる宣

言している自治体を公表 

各市区町村の環境未来都

市の宣言状況 

地場で再エネ導入を積極的に展開し

ている民間企業を公表 

各市区町村の民間企業の

取組状況 

期待する 

（焦らせる） 

再エネの導入が

あまり進んでい

ないが、ポテン

シャルの高さを

理 由 に 期 待 す

る。 

・都道府県別・再エネ種別の導入ポテ

ンシャルランキングの公表 

・市区町村別・再エネ種別の導入ポテ

ンシャルランキングの公表 

 

各都道府県・各市区町村

別の導入ポテンシャル 

・都道府県別・再エネ種別のシナリオ

別導入ポテンシャルランキングの

公表 

・市区町村別・再エネ種別のシナリオ

別導入ポテンシャルランキングの

公表 

各都道府県・各市区町村

別のシナリオ別導入可能

量 

都道府県別・市区町村別再エネ導入実

績ランキングを公表 

各都道府県・各市区町村

別の再エネ導入実績 

都道府県別・市区町村別導入ポテンシ

ャル具現化率ランキングを公表 

各都道府県・各市区町村

別の導入ポテンシャル具

現化率 

気付きを与え

る 

エネルギー関連

の基礎情報を提

供しエネルギー

について検討す

るきっかけを提

供する。 

都道府県別化石燃料消費量を公表 各都道府県別の化石燃料

消費量 

都道府県別電力需要量を公表 各都道府県別の電力需要

量 

都道府県別熱需要量を公表 各都道府県別の熱需要量 

都道府県別 CO2 排出量を公表 各都道府県別の CO2 排出

量 
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2.2 海外先進事例に基づく必要情報の整理 

2.2.1 調査設計 

REPOS の再エネ導入促進機能の向上にあたっては、諸外国の行政機関や民間企業の情報

サイトが参考になると考えられる。本調査では、再エネの導入に積極的な海外諸国を対象に、

データ提供に基づく効果的な再エネ導入促進を行っている先進事例を調査し、どのような

情報提供を行っているか整理した。先進事例調査の概要を表 2.2-1 に示す。 

 

表 2.2-1 先進事例調査の実施概要 

項目 内容 

調査目的 海外諸国のサイトを調査し、再エネ導入促進に効果的なデータ提供を

行っている先進事例を整理する。 

調査対象 再エネ導入に積極的なアメリカ、ドイツ、スペイン、イギリス、デン

マークの国、自治体、大学の研究機関、民間企業、国際機関の再エネ

に関する情報提供サイト。 

主な調査情報項目 ・サイト名称 

・国 

・管理者 

・提供データ・期待される効果 

期間 令和２年７月 20 日～８月 31 日（1ヶ月 10 日） 

方法 インターネット調査 

 

2.2.2 データ駆動型の再エネ導入促進に係る先進事例の調査 

 調査設計に基づき調査した結果の一覧及び詳細を下記に整理した。REPOS で未提供の情

報かつ再エネ導入促進に寄与すると考えられる事例であり、アメリカ、ドイツ、スペイン、

イギリス、デンマーク、非営利組織、国際機関の 30 事例をまとめている。 

 

表 2.2-2 データ駆動型の再エネ導入促進に係る先進事例の調査結果 

No. 再エネ導入促進

に寄与する提供

データ 

サイト名称 国 管理者 データ提供により期

待される効果 

1 成功事例の地図

検索機能 

エネルギー・再

生可能エネルギ

ーHP 

米国 エネルギー省 各自治体の成功要因

や類似性など参照す

ることで、導入可能

性を検討しやすくな

る。 

2 シナリオ別将来

電源構成予測と

コスト＆パフォ

ーマンスのベー

スラインデータ 

米国立再生可能

エネルギー研究

所 

米国 エネルギー省 技術コストとパフォ

ーマンスを参照する

ことで、導入の計画

策定に役立つ。 

3 経済性分析ツー

ル 

米国立再生可能

エネルギー研究

所 

米国 エネルギー省 再生可能エネルギー

導入の財政計画の策

定に役立つ。 



25 
 

No. 再エネ導入促進

に寄与する提供

データ 

サイト名称 国 管理者 データ提供により期

待される効果 

4 再生可能エネル

ギーの地理空間

データ 

米国立再生可能

エネルギー研究

所 

米国 エネルギー省 導入する再生可能エ

ネルギーの選定およ

び地域選定に役立

つ。 

5 電気公共料金デ

ータベース 

米国立再生可能

エネルギー研究

所(Open EI) 

米国 エネルギー省 電気公共料金データ

ベースは参入地域選

定の参考に役立つ 

6 各再生可能エネ

ルギーのプロジ

ェクトマップ/

データベース 

米国立再生可能

エネルギー研究

所(Open EI) 

米国 エネルギー省 再生可能エネルギー

導入時のコストパフ

ォーマンス計算に役

立つ。 

7 エネルギーイン

フラマップ 

米国エネルギー

情報管理局

(EIA) 

米国 エネルギー情

報管理局 

エネルギー資源およ

び施設位置、災害リ

スク等の情報を入手

することができる。 

8 リアルタイム系

統状況マップ 

米国エネルギー

情報管理局

(EIA) 

米国 エネルギー情

報管理局 

リアルタイムでの電

力需給量は再生可能

エネルギー導入地域

選定の参考になる。 

9 再生可能エネル

ギー利用ランキ

ング 

米国エネルギー

情報管理局

(EIA) 

米国 エネルギー情

報管理局 

プロファイルとラン

キングを参照して、

自治体同士での競争

を促す。 

10 再生可能エネル

ギー利用ランキ

ング(β版) 

米国エネルギー

情報管理局(EIA 

Beta) 

米国 エネルギー情

報管理局 

No.9 をより見やす

くしたベータ版のサ

イトである。 

11 再生可能エネル

ギー導入に係る

補助制度政策デ

ータベース 

ノースカロライ

ナ州立大学クリ

ーンエナジー技

術センター 

米国 ノースカロラ

イナ州立大学 

各地方自治体や事業

者が受けることので

きる補助制度を調べ

やすくなる。 

12 ドイツと近隣国

の電力需要と供

給量およびエネ

ルギー種類の内

訳 

再生利用可能エ

ネルギー市場デ

ータ 

ドイツ ドイツ連邦電

気・ガス・通

信・郵便・鉄

道連邦ネット

ワーク庁 

国内および近隣諸国

の電力需要と供給を

再生可能エネルギー

導入の検討材料とす

ることができる。 

13 再生可能エネル

ギーに関する統

計情報地図表示

機能および好事

例集 

再生可能エネル

ギーエージェン

シー 

ドイツ 再生利用可能

エネルギーエ

ージェンシー

(AEE) 

再生可能エネルギー

導入に関する好事例

集を自治体が導入の

参考にすることがで

きる。 

14 ドイツ太陽光発

電データベース 

ソーラーアトラ

ス 

ドイツ ECLAREON 社/

ドイツ太陽光

発電産業協会 

発電量等のグラフ化

が可能であり、太陽

光発電導入の参考と

なる。 

15 ドイツバイオマ

ス発電データベ

ース 

バイオマスアト

ラス 

ドイツ ECLAREON 社 稼働状況や発電量等

のグラフ化が可能で

あり、木質バイオマ
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No. 再エネ導入促進

に寄与する提供

データ 

サイト名称 国 管理者 データ提供により期

待される効果 

ス発電導入の参考と

なる。 

16 太陽光発電に関

する算定ツール

（年間・月間収

益予測、日単位

の発電量予測） 

ソーラーサーバ

ー 

ドイツ EEM エネルギ

ー・環境メデ

ィア社 

年間・月間の発電量

と収益を予測するこ

とで、導入前の収支

予測を行うことが容

易になる。 

17 リアルタイム電

力系統運用情報 

電力情報運用情

報(E SIOS) 

スペイン スペイン電力

系統運用会社 

生産量・消費量・市

場価格は導入の検討

に役立つ。 

18 エネルギー自給

情報 

エネルギー自給

情報 

スペイン スペインエネ

ルギー管理機

構連盟 

家庭やオフィスビル

でのエネルギー自給

のための太陽光発電

導入の検討に役立

つ。 

19 ロンドンヒート

マップ 

ロンドン市 イギリス ロンドン市 太陽光発電導入の地

域選定に役立つ。 

20 大規模再生可能

エネルギーマッ

プ 

サイモン・マル

レット HP 

イギリス サイモン・マ

ルレット 

既存・提案中施設の

情報を施設導入計画

の参考にすることが

できる。 

21 英国再生可能エ

ネルギーアトラ

ス 

海洋再生可能エ

ネルギーアトラ

ス 

イギリス ABPmer 波力・潮力発電導入

の参考となる。 

22 スコットランド

地域エネルギー

データ 

地域エネルギー

スコットランド 

イギリス スコットラン

ド政府 

政府の補助制度等の

情報を施設導入の検

討材料にすることが

できる。 

23 エネルギー資

源・風力発電施

設マップ 

CROWN ESTATE イギリス CROWN ESTATE ポテンシャルおよび

施設情報を参考にし

て、施設導入の地域

選定に役立つ。 

24 デンマーク再生

可能エネルギー

マップ 

エネルギー庁 デンマーク デンマークエ

ネルギー庁 

既存施設の情報は導

入地域の選定と計画

に役立つ。 

25 デンマークエネ

ルギーデータベ

ース 

エネルギーデー

タサービス 

デンマーク エネルギーネ

ット（民間） 

CO2 排出量、送電

線、市場卸価格を再

生可能エネルギー施

設導入の参考にでき

る。 

26 風力発電プロジ

ェクトマップ 

風力情報 HP デンマーク エネルギー

庁、環境保護

庁、自然庁、

エネルギーネ

ット、運輸・

建設局、ビジ

ネス庁 

環境アセスメントと

ポテンシャル等を参

考にでき、風力発電

プロジェクトの地域

選定に役立つ。 
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No. 再エネ導入促進

に寄与する提供

データ 

サイト名称 国 管理者 データ提供により期

待される効果 

27 ヨーロッパ再生

可能エネルギー

プロジェクトマ

ップ 

Repowermap.org ヨーロッパ 非営利団体 ヨーロッパにあるプ

ロジェクトの導入事

例を参考にすること

ができる。 

28 日本の再生可能

エネルギー生産

量グラフ 

自然エネルギー

財団 HP 

日本 自然エネルギ

ー財団 

日本の地方毎の再生

可能エネルギー生産

量を比較して導入を

促すことができる。 

29 全世界再生可能

エネルギーポテ

ンシャル地図 

国際再生可能エ

ネルギー機構

HP 

国際機関 国際再生可能

エネルギー機

構 

全世界の再生可能エ

ネルギーのポテンシ

ャル量を参考にする

ことができる。 

30 全世界太陽光/

風力ポテンシャ

ル情報 

Global Solar 

/Wind Atlas HP 

国際機関 世界銀行 全世界の太陽光や風

力のポテンシャル量

を参考にすることが

できる。 

※既に REPOS/EADAS に掲載済みの情報は対象外としている。  
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No.１：成功事例の地図検索機能 

サイトトップページ 

 

【概要】米国各州の再生可能エネルギ

ー事業の成功事例を地図およびキーワ

ードで検索ができる。 

【運営】サイトの運営はエネルギー省

エネルギー・再生可能エネルギー部門

が行っており、更新頻度は 1～2 週間に

一度程度である。一か月に 3～4 件の成

功事例が追加されている。 

データ提供ページ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【提供データ】米国地図に州ごとのデ

ータが埋め込まれており、クリックす

るとその州の成功事例が下の一覧に表

示される。成功事例が多いほど州の色

（緑色）が濃くなっている。 

提供データ一覧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【機能詳細】成功事例の一覧が表示さ

れており、キーワード検索と年月日・位

置のフィルター機能が付いている。 

上の地図で州をクリックするとその州

の成功事例の一覧が表示される。 

出典：エネルギー・再生可能エネルギーHP,米国エネルギー省 
 

REPOS の機能拡張に関して参考となるデータ・機能 

・都道府県ごとの成功事例集を地図のクリックおよびキーワード検索で調べる機能。 

・再生可能エネルギーや年月日のフィルター機能で、一覧を絞りこむ機能。 
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No.2：シナリオ別将来電源構成予測とコスト＆パフォーマンスのベースラインデータ 

サイトトップページ 

 

【概要】米国のエネルギー分析のため

のテクノロジーコストとパフォーマ

ンスデータセットを一般公開してい

る。 

【運営】米国エネルギー省エネルギ

ー・再生可能エネルギー部門の下、米

国立再生可能エネルギー研究所が一

年に一度データを更新している。 

データ提供ページ 

 

【提供データ】標準的なシナリオを用

意して、2050 年までの電源構成を予

測している。 

シナリオ、地域、電源の種類を選ぶと、

地図およびグラフに将来電源構成予

測の結果が表示される。 

提供データ一覧 

 

【機能詳細】スプレッドシートでシナ

リオ別電源構成のデータを公開して

いる。各電源のコストパフォーマンス

およびシナリオ別・電源別のデータを

利用することができる。 

出典：米国立再生可能エネルギー研究所 HP,米国エネルギー省 

 

REPOS の機能拡張に関して参考となるデータ・機能 

・2050 年までのシナリオ別将来電源構成の予測を地図およびグラフで表示する機能。 

・各電源構成予測の内訳を地図で表示する機能。 
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No.3：経済性分析ツール  

サイトトップページ 

 

【概要】米国立エネルギー研究所の

HP では、各再生可能エネルギーの経

済性分析モデル/ツールを公開してい

る。各再生可能エネルギーのモデル/

ツールは提供者と運営が異なってい

る。 

提供データ一覧 

 

【提供データ】バイオエネルギー、建

設、太陽光、地熱、水素、運輸、水力、

風力に関するデータベースおよび経

済分析モデル/ツールのページに分か

れている。 

経済分析モデル 

 

【機能詳細】オンライン上もしくはエ

クセル形式で経済分析モデルを使用

することができる。 

出典：米国立再生可能エネルギー研究所 HP,米国エネルギー省 
 

REPOS の機能拡張に関して参考となるデータ・機能 

・各再生可能エネルギーの経済分析モデル。 
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No.4：再生可能エネルギーの地理空間データ 

サイトトップページ 

 

【概要】米国立再生可能エネルギー研

究所は、再生可能エネルギーの地理空

間データ(GIS)および各再生可能エネ

ルギーのデータベースを一般公開し

ている。 

再生可能エネルギープロジェクトに

携わる人に地理空間データおよび専

門知識を提供することが目的である。 

提供データ一覧 

 

【提供データ】バイオマス、地熱、水

素、波力・潮力、潮流・潮汐、太陽光、

風力発電の各地理空間データおよび

データベースが掲載されている。 

再生可能エネルギーポテンシャルモ

デルの計算式が掲載されている。 

データ提供ページ（地図） 

 

【提供データ】地理空間(GIS)データ

では、各再生可能エネルギーの資源量

が表示される。 

バイオマスの GIS データでは、穀物残

渣、森林残渣、有機性廃棄物量などカ

テゴリー別の資源量を表示すること

ができる。 

風力資源量では高度別の風量を表示

することができる。 

出典：米国立再生可能エネルギー研究所 HP,米国エネルギー省 
 

REPOS の機能拡張に関して参考となるデータ・機能 

・バイオマス、水素、波力・潮流力など新しい技術の資源量データ。 

・各バイオマスのカテゴリー別資源量データ。 
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No.5：電気公共料金データベース  

サイトトップページ 

 

【概要】Open EI の HP では、電気公

共料金データベースを公開している。 

データ提供ページ（地図） 

 

【提供データ】米国全土の電気公共料

金を地図上で表示している。 

また、電力供給企業をマッピングして

いる。 

提供データ一覧 

 

【機能詳細】全国の電気公共料金の検

索機能があり、住所、セクター、サー

ビス種、承認/未承認、稼働日時など

で選択できるフィルター付きの一覧

表示機能がある。 

出典：Open Energy Information HP,米国エネルギー省 
 

REPOS の機能拡張に関して参考となる機能 

・全国の電気公共料金の検索機能。 

  



33 
 

No.6：各再生可能エネルギーのプロジェクトマップ/データベース  

サイトトップページ 

 

【概要】Open EI は再生可能エネルギ

ーに関する総合情報サイトである。専

門家や一般の利用者によって情報の

追加、編集、ダウンロード等を自由に

行うことができる WEB 管理システム

が取られている。 

電力コストデータベース 

 

【提供データ】透明性のある電力コス

トデータベースを公開している。各電

源の価格、イニシャルコスト、稼働固

定費、稼働変動費、電力容量情報を箱

ひげ図で表示している。 

地熱、水力、太陽光発電データベース 

 

【提供データ】大量電力供給、地熱、

水力、太陽光発電に関する法令、デー

タベース、好事例、論文などを掲載し

ている。 

太陽光発電企業 

 

【提供データ】米国に限らず、全世界

の主要な太陽光発電に係る企業、施

設、技術などがマッピングされてい

る。企業や施設の情報を取得すること

ができる。 
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オフィスビルでの太陽光発電+蓄電情報 

 

【提供データ】オフィスビルでの太陽

光発電 and/or 蓄電による電力供給の

ポテンシャルをマッピングしている。 

地域毎の太陽光＋蓄電技術コストの

低下グラフや、地域別/建物のタイプ

別に技術の組み合わせによるコスト

最適化のグラフを掲載している。 

電力供給企業情報 

 

【提供データ】電力供給を行う企業の

数が州ごとにマッピングされている。 

プロジェクト事例一覧 

 

【機能詳細】大学や研究機関の風力発

電のプロジェクト事例を一覧で公開

している。 

出典：Open Energy Information HP,米国エネルギー省 
 

REPOS の機能拡張に関して参考となる機能 

・各再生可能エネルギーのコストデータベース。 

・米国全土の主要な太陽光発電事業者や電力供給事業者の情報。 
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No.7：エネルギーインフラマップ  

サイトトップページ 

 

【概要】米国エネルギー情報管理局の

HP では、全てのエネルギーに関する

データベース、ツール、アプリケーシ

ョン、地図を提供している。 

エネルギー資源別に、週ごと/月ごと

に更新されており、情報源も公開され

ている。 

ここでは地図情報に係るもののうち

再生可能エネルギーデータを紹介す

る。 

エネルギーリスクマップ 

 

【提供データ】自然災害や気象情報に

よるエネルギーインフラストラクチ

ャへの潜在的な脅威を概観すること

ができる。 

被害を受けると想定される地域と電

力供給施設の情報を得ることができ

る。 

電力資源マップ 

 

【提供データ】再生可能エネルギー以

外のエネルギー資源をマッピングし

ている。 
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洪水ハザードマップ 

 

【提供データ】洪水によるエネルギー

インフラの脆弱性を地図上で表示し

ている。 

天然ガスインフラマップ 

 

【提供データ】天然ガス資源およびイ

ンフラストラクチャをマッピングし

ている。 

再生可能エネルギーインフラマップ 

 

【提供データ】再生可能エネルギー施

設のインフラマップを表示している。

各プロジェクトの概要を取得できる。 

出典：米国エネルギー情報管理局 HP,米国,エネルギー省 
 

REPOS の機能拡張に関して参考となるデータ・機能 

・全エネルギー資源および再生可能エネルギー供給施設情報のマップ。 

・インフラ施設と災害による地域のエネルギーインフラの脆弱性情報。 
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No.8：リアルタイム電力系統情報マップ 

サイトトップページ 

 

【概要】米国エネルギー情報管理局

(β版)の HP は、リアルタイム送電系

統情報および電力供給・電力需要情報

を公開している。電力バランス局から

取得するデータで毎時間更新してい

る。 

データ提供ページ（地図） 

 

【提供データ】左の画像の上のグラフ

は米国の送電系統情報から送電状況

の外観（需要、需要予測、生産量）の

推移を表示している。 

左の画像の下のグラフは地域毎の電

力需要量がリアルタイムで取得でき

る。 

データ提供ページ（地図） 

 

【提供データ】グラフは各電源の電力

生産量の推移を表示している。 

左の画像の下のグラフは隣国との電

力交換量の推移を表示している。 

出典：エネルギー情報管理局 HP（ベータ版）,米国エネルギー省 
 

REPOS の機能拡張に関して参考となるデータ・機能 

・リアルタイム送電系統情報および電力供給・電力需要情報。 
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No.9：再生可能エネルギー利用ランキング 

サイトトップページ 

 

【概要】米国エネルギー情報管理局の

HP は、週のエネルギープロファイル

を公開している。 

データ提供ページ（地図） 

 

【提供データ】地図で州を選択する

と、エネルギー生産量、消費量、支出

などの詳細な情報がプロファイルと

して表示される。 

提供データ一覧 

 

【機能詳細】米国各州のエネルギー生

産量、一人当たり消費量、一人当たり

支出およびそれぞれのランキングが

一覧表示されている。 

出典：米国エネルギー情報管理局 HP,米国エネルギー省 
 

REPOS の機能拡張に関して参考となるデータ・機能 

・各地方自治体のプロファイル情報とエネルギー生産・消費・支出のランキング情報。 

  



39 
 

No.10：再生可能エネルギー利用ランキング（β版）  

サイトトップページ 

 

【概要】No.12 再生可能エネルギー利

用ランキングをさらに見やすくした

サイトをβ版として提供している。使

用されているのは 2018 年のデータで

ある。 

州ごとのエネルギー生産量/消費量 

 

【提供データ】各州の電力生産量と消

費量の情報を一目で分かるように表

示している。 

州のエネルギープロファイル（ランキング付） 

 

【提供データ】各州の経済情報や気候

など No.9 よりも詳細で包括的な情報

を提供している。 

石炭、天然ガス、石油、再生可能エネ

ルギー、電力供給量、原子力のページ

がある。 
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州の再生可能エネルギープロファイル（ランキング付） 

 

【提供データ】州のエネルギープロフ

ァイルページからさらに各項目につ

いてページがあり、グラフごとに定期

的に更新されている。項目ごとのラン

キングも表示されている。 

 

エネルギー源/アクティビティ（価格・需要量など）情報選択 

 

【機能詳細】米国全体のページでは、

各エネルギー源/アクティビティ（価

格・需要量など）ごとにデータがグラ

フ化されているページがある。 

エネルギー供給データグラフ 

 

【提供データ】例として Supply の項

目を選択すると、電力供給量の各統計

グラフが左図のように表示される。 
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米国全州のカテゴリー別ランキング 

 

【提供データ】米国全土のエネルギー

に関するランキングを、各項目ごとに

図化している。 

州のカテゴリー別エネルギーランキング 

 

【提供データ】米国全土のページと同

じように、各州のランキングも表示す

ることができる。 

クリックすると各州の数値も表示さ

れる。 

出典：米国エネルギー情報管理局 HP（ベータ版）,米国エネルギー省 
 

REPOS の機能拡張に関して参考となるデータ・機能 

・各州のランキングとエネルギープロファイル情報。 

・チャート化されたデータ。 
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No.11：再生可能エネルギー導入に係る州ごとの補助制度政策データベース 

サイトトップページ 

 

【概要】ノースカロライナ州立大学の

クリーンエネルギー技術センターが

運営しており、米国の連邦政府、州政

府、地方自治体等の再生利用可能エネ

ルギー及びエネルギーに関するイン

センティブ情報と法令が包括的に集

約されている。補助制度データはほぼ

毎日更新されている。 

 

データ提供ページ（地図） 

 

【提供データ】地図上で州をクリック

するか郵便番号を入力すると、その

州・地方自治体が有する再生可能エネ

ルギー導入の補助制度情報および法

令データが一覧で表示される。政策立

案者、研究者、一般市民を幅広く対象

としている。 

 

提供データ一覧 

 

【機能詳細】左の図は政策・補助制

度一覧である。補助制度の種類、地

域、制度の種類、地域、制定年でフ

ィルターをかけることもできる。 

 

出典：ノースカロライナ州立大学クリーンエネルギー技術センターHP,米国エネルギー省 
 

REPOS の機能拡張の参考となるデータ・機能 

・各州（自治体）の再生可能エネルギー導入に係る補助金制度を検索する機能。 
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No.12：ドイツおよび近隣諸国の電力市場データ  

サイトトップページ 

 

【概要】ドイツ連邦電気・ガス・

通信・郵便・鉄道連邦ネットワー

ク庁 HP は、ドイツと近隣国のリ

アルタイム中央電力市場データを

公開している。 

データ提供ページ（グラフ） 

 

【提供データ】再生可能エネルギ

ーの以下のデータをグラフで提供

している。 

・電力生産量（現況、将来予測、生

産容量データ） 

・電力消費量（現況、将来予測デー

タ） 

・市場（最新電力価格、商業交流、

越境フローデータ） 

データは CSV ファイルでダウンロ

ードできる。 

データ提供ページ（地図） 

 

【機能詳細】ドイツの各地域のリ

アルタイム電力供給データと電力

供給施設の情報をマッピングして

いる。 

出典：ドイツ連邦電気・ガス・通信・郵便・鉄道連邦ネットワーク庁 HP 
 

REPOS の機能拡張に関して参考となるデータ・機能 

・リアルタイムの電力市場データ。 

・電気料金および電力の輸出入に関するリアルタイム情報。 
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No.13：再生可能エネルギーに関する統計情報地図表示機能および好事例集 

サイトトップページ 

 

【概要】再生可能エネルギーエー

ジェンシーの HP では、企業や研究

機関の協力を得て再生可能エネル

ギーの統計情報を収集し、ドイツ

国内の再生可能エネルギー普及促

進のためのデータ駆動型の情報を

提供している。統計情報は、各種再

生可能エネルギーの電力消費量、

一次エネルギー消費における再生

利用可能エネルギーの割合、発電

容量、熱供給量等である。 

ドイツ国内の再生可能エネルギー情報の概要 Top10 

 

【提供データ】ドイツ国内の再生

可能エネルギー情報の概要をデー

タおよび地図で表示している。 

各種情報のうち最も重要と考えら

れる 10 のデータをリスト化して

いる。 

各再生可能エネルギー情報の統計データ（地図、グラフ、表） 

 

【提供データ】ドイツ各州の風力、

太陽光、バイオエネルギー、水力、

地熱、エネルギーミックス、電力、

気候、モビリティ、気候変動対策に

係る統計情報を、左の図のように

地図、グラフ、および表形式で表示

している。 
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再生可能エネルギー導入の好事例（週に 1度更新） 

 

【提供データ】週に 1 度、再生可

能エネルギー導入の際立った成果

を出した州や自治体の事例を取り

上げて、地図情報と共に公開して

いる。 

再生可能エネルギー導入の好事例集 

 

【提供データ】再生可能エネルギ

ー導入の好事例集を公開してい

る。 

地図上で州をクリックするとその

週の好事例が一覧で表示される。 

出典：再生可能エネルギー庁 HP,ドイツ 
 

REPOS の機能拡張に関して参考となるデータ・機能 

・各再生可能エネルギー情報の統計データ（地図、グラフ、表）。 

・再生可能エネルギー導入の好事例集。 
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No.14：ドイツ太陽光発電データベース  

サイトトップページ 

 

【概要】ソーラーアトラス HP はド

イツの太陽光市場に関する包括的

な最新情報を、太陽熱産業の企業

や研究機関向けに提供しているオ

ンラインポータルサイトである。

連邦経済エネルギー省により資金

および情報提供を受けている。 

データ提供ページ（地図） 

 

【提供データ】太陽エネルギー設

備設置面積、地域毎の太陽エネル

ギー発電量、投資額などを地図、表

およびグラフで表示し、複数デー

タを組み合わせてグラフ化もでき

る。 

提供データ一覧 

 

【機能詳細】住所ごとの稼働施設、

一人当たり発電量、設備設置面積、

一人当たり設備設置面積、選択地

域での投資情報を表示することが

できる。 

出典：ソーラーアトラス HP,ドイツ 
 

REPOS の機能拡張に関して参考となるデータ・機能 

・太陽光発電の設備設置面積。 

・一人当たり発電量、一人当たり設備設置面積。 

  



47 
 

No.15：ドイツバイオマス発電データベース  

サイトトップページ 

 

【概要】バイオマスアトラス HP は

ドイツのバイオマス市場に関する

包括的な最新情報を、バイオマス

産業の企業や研究機関向けに提供

しているオンラインポータルサイ

トである。連邦経済エネルギー省

により資金および情報提供を受け

ている。 

データ提供ページ（ツール） 

 

【提供データ】原料の種類、電力容

量、州、期間の選択肢を組み合わせ

て選択して、表、地図およびグラフ

を作成することができる。 

提供データ一覧 

 

【機能詳細】表、地図、グラフ形式

でデータを表示できる。 

また、地域選択で住所番号も表示

される。 

出典：バイオマスアトラス HP,ドイツ 
 

REPOS の機能拡張に関して参考となるデータ・機能 

・バイオマス発電設備設置面積。 

・投資情報の地図および表形式表示。 
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No.16：太陽光発電に関する算定ツール（年間・月間収益予測、日単位の発電量予測） 

サイトトップページ 

 

【概要】ソーラーサーバーHP は、

太陽熱・太陽光エネルギー専門の

ポータルサイト。太陽エネルギー

に関する法令から技術的情報、ま

た市場動向に関する最新情報を発

信している。 

データ提供ページ（地図） 

 

【提供データ】太陽光発電計算機

は、ヨーロッパ・世界中の太陽光発

電量を計算するツールである。施

設規模等を入力すると、太陽光発

電計算では、太陽光発電の年間・月

間予測収益、日単位の太陽光発電

量予測等を計算することができ

る。 

データ提供ページ（グラフ） 

 

【提供データ】上記のデータをグ

ラフで表示することができる。 

出典：ソーラーサーバーHP,ドイツ 
 

REPOS の機能拡張に関して参考となるデータ・機能 

・日単位の太陽光発電量予測等。 

・太陽光発電の年間・月間予測収益。 
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No.17：リアルタイム電力系統運用情報 

サイトトップページ 

 

【概要】電力情報運用情報(E 

SIOS)の HP はスペイン国内の電力

系統運用状況の総合情報をリアル

タイムで公開している。サイトを

運営しているスペイン電力系統運

用会社は国内の送電系統運用を行

う唯一の会社であり、スペイン政

府が一部資金負担を行っている。 

データ提供ページ（グラフ） 

 

【提供データ】サイトのトップペ

ージでは、サイト内で提供してい

るデータおよびグラフの概要を掲

載している。掲載情報は、電力消費

量、生産量、電力市場、電力価格な

どである。 

電力の生産量と消費量１ 

 

【提供データ】リアルタイムの電

力生産量と消費量および予測値の

推移が折れ線グラフで表示されて

いる。各電源構成の内訳も円グラ

フ示されている。また、CO2 排出の

ない生産量（再生可能エネルギー）

の数値と内訳も表示している。 
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電力生産量と消費量２ 

 

【提供データ】電力の生産量と消

費量に関して、近隣諸国との電力

貿易量も示している。 

電力市場と電力価格１ 

 

【提供データ】リアルタイムでの

電力生産市場での、エネルギー購

入・販売、電気エネルギー供給に関

する商取引の内訳を円グラフで表

示している。また、エネルギーの最

終コストおよび最終価格の構成要

素を公開している。 

電力市場と電力価格２ 

 

【提供データ】リアルタイムの電

力偏差（プログラムと測定された

エネルギーの差）を示している。ま

た、小規模消費者向けエネルギー

の 1 時間ごとの価格推移を折れ線

グラフで表示している。 

電力需要管理 

 

【提供データ】各再生可能エネル

ギーの発電量予測をグラフで表示

している。期間を選択して、過去の

発電量を表示することもできる。 

出典：電力系統運用情報(E SIOS)HP,スペイン,スペイン電力系統運用会社 
 

REPOS の機能拡張に関して参考となるデータ・機能 

・リアルタイムの電力の生産量・消費量・市場価格およびそれらの予測値情報。 

・各再生可能エネルギーの発電量予測。 
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No.18：エネルギー自給情報 

サイトトップページ 

 

【概要】スペインエネルギー管理

機構連盟が運営するエネルギー自

給情報 HP はスペインのエネルギ

ー自給・自家発電に関する情報を

一般公開している。 

データ提供ページ（地図） 

 

【提供データ】太陽照射情報を地

図情報で表示する機能を表示して

いる。 

また、家庭やオフィスビルでのエ

ネルギー自給のための太陽光発電

算定ツールを用意している。 

提供データ一覧 

 

【機能詳細】再生可能エネルギー

に関する統計データを数値でまと

めている。また、地図上にエネルギ

ー自給率データをプロットしてい

る。 

出典：エネルギー自給情報 HP,スペイン,スペインエネルギー管理機構 
 

REPOS の機能拡張に関して参考となるデータ・機能 

・家庭やオフィスビルでのエネルギー自給のための太陽光発電算定ツール。 

・地図上にエネルギー自給率データをプロット。 
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No.19：ロンドンヒートマップ 

サイトトップページ 

 

【概要】ロンドン市 HP はロンドン

市のヒートマップを公開してい

る。 

ヒートマップを利用するのは、ロ

ンドン市の自治区、デベロッパー、

公共施設や投資家である。 

データ提供ページ（地図） 

 

【提供データ】ロンドン市のヒー

トマップを表示している。熱量の

レベルでフィルターをかけること

ができる。また、地図、航空写真な

どの選択ができる。 

データ提供ページ（地図） 

 

【提供データ】既存の熱源ネット

ワーク、提案されている施設、導入

ポテンシャルのあるサイト、大気

質調整エリア、熱源ネットワーク

の優先的なエリアなどから、地図

上で表示する項目を選択すること

ができる。 

出典：ロンドン市 HP,イギリス,ロンドン市 
 

REPOS の機能拡張に関して参考となるデータ・機能 

・リアルタイムでのヒートマップ表示機能。 
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No.20：大規模再生可能エネルギーマップ  

サイトトップページ 

 

【概要】イギリス政府公認の WEB

サイトである。サイモン・マルレッ

トが管理を行っており、英国国内

の大規模再生可能エネルギー発電

所の地図、発電量等の総合情報を

発信している。 

 

データ提供ページ（地図） 

 

【提供データ】イギリス国内の再

生可能エネルギー施設を地図上に

表示している。エネルギー種は、風

力、波力、太陽光、水力、廃棄物発

電の 5種である。 

提供データ一覧 

 

【機能詳細】大規模の再生可能エ

ネルギープロジェクトの合計と容

量を一覧として表示しているほ

か、ほかの再生可能エネルギー源

を技術や計画している自治体など

から選択することができる。 

出典：サイモン・マレット HP,イギリス 
 

REPOS の機能拡張に関して参考となるデータ・機能 

・既存の再生可能エネルギー施設の地図表示。 

・計画中の再生可能エネルギー施設の検索機能。 

  



54 
 

No.21：英国海洋再生可能エネルギーアトラス  

サイトトップページ 

 

【概要】ABPmer が運営するイギリ

ス海洋再生可能エネルギーアトラ

ス HP では、英国海域内における海

洋再生可能エネルギーポテンシャ

ル情報が公開されている。 

データ提供ページ（地図） 

 

【提供データ】ポテンシャル情報

は地図上に表されていて、波の高

さによって色分けされている。ま

た、季節ごとの表示選択もできる。 

提供データ一覧 

 

【機能詳細】GIS データでは、潮、

風、波のデータをダウンロードで

き、地図表示データも PDF でダウ

ンロードできる。 

出典：ABPmer HP,イギリス 
 

REPOS の機能拡張に関して参考となるデータ・機能 

・地図表示する波の高さを選択する機能。 

・GIS データと地図表示データのダウンロード機能。 
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No.22：スコットランド地域エネルギーデータ  

サイトトップページ 

 

【概要】スコットランド政府が運

営する地域エネルギースコットラ

ンドの HP では、スコットランドに

おける再生可能エネルギーで得ら

れた利益の地域還元と中・小規模

再生可能エネルギー生産者を支援

するための情報が発信されてい

る。 

データ提供ページ（地図） 

 

【提供データ】スコットランド地

域の再生可能エネルギープロジェ

クトがマッピング表示されてい

る。 

地域、技術、ケーススタディ、プロ

ジェクトの段階で絞込み検索する

機能がついている。 

提供データ一覧（地図） 

 

【提供データ】スコットランド地

域の発電所から地域へ還元された

資金の支出内容を公開している。

各プロジェクトの概要および、プ

ロジェクトがコミュニティに与え

ている利益を示している。 

出典：スコットランド政府 HP,イギリス 
 

REPOS の機能拡張に関して参考となるデータ・機能 

・再生可能エネルギープロジェクトマップの絞込み検索機能。 

・発電所から地域へ還元された資金の支出情報。 
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No.23：エネルギー資源・風力発電施設マップ  

サイトトップページ 

 

【概要】CROWN ESTATE の HP では、

国内の風力発電の発電量、風の気

象情報、CO2削減量等を発信してい

る。電力や風の情報は定期的に更

新されている。 

データ提供ページ（地図） 

 

【提供データ】国内のエネルギー

資源および風力発電施設をマッピ

ングしている。中央ロンドン、地

方、海底資源、土地資源をカテゴリ

ー分けして地図上で表示してい

る。 

提供データ一覧（地図） 

 

【提供データ】イギリス国内の主

要な風力発電施設とその電力生産

量を表示している。各プロジェク

トの雇用者数や CO2 削減量などの

概要を見ることもできる。 

出典：CROWN ESTATE HP,イギリス 
 

REPOS の機能拡張に関して参考となるデータ・機能 

・アセットおよび風力発電施設マップ。 

・リアルタイム風力発電量。 
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No.24：デンマーク再生可能エネルギーマップ  

サイトトップページ 

 

【概要】デンマークエネルギー庁

の HP では、デンマーク国内の電力

需給、運用コスト等の統計資料、風

力発電所の地図が公開されてい

る。データにより一か月ごとなど

定期的に更新されている。 

風力施設マップ 

 

【提供データ】デンマーク国内の

風力および水力発電施設をマッピ

ングしている。民間、地方自治体、

中央政府、地方政府の施設をカテ

ゴリー分けしている。住所や場所

等での検索も可能である。 

電力・熱生産施設マップ 

 

【提供データ】デンマーク国内の

電力および熱生産施設をマッピン

グしている。民間、地方自治体、中

央政府、地方政府の施設をカテゴ

リー分けしている。住所や場所等

での検索も可能である。 

出典：デンマークエネルギー庁 HP,デンマーク 
 

REPOS の機能拡張に関して参考となるデータ・機能 

・民間、地方自治体、中央政府、地方政府の施設をカテゴリー分けマッピングデータ。 

・住所や場所等でのプロジェクト検索機能。 
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No.25：デンマークエネルギーデータベース 

サイトトップページ 

 

【概要】エネルギーネット（民間）

が運営するエネルギーデータサー

ビス HP では、デンマークの送電系

統運用機関による国内の電力市

場、消費電力、CO2 排出量の情報を

発信している。CO2 排出量は 5 分

毎に更新されている。 

データ提供ページ（グラフ） 

 

【提供データ】主要なデータのグ

ラフ表示を行っており、ここでは、

CO2排出量、バイオガス施設のシェ

ア、電力消費割合（太陽光・風力と

その他） 

提供データ一覧 

 

【機能詳細】CO2 排出量、ガス、生

産量消費量、送電線、市場卸価格に

ついてデータベースをまとめてお

り、定期的に更新されている。 

また、期間を選択してデータの一

覧表示ができる 

出典：エネルギーネット HP,デンマーク 
 

REPOS の機能拡張に関して参考となるデータ・機能 

・CO2 排出量のリアルタイムデータ。 
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No.26：風力発電プロジェクトマップ  

サイトトップページ 

 

【概要】風力情報 HP では、一般市

民、自治体、風力発電所開発者を対

象に本 WEB サイトを運営するエネ

ルギー庁、環境保護庁、自然庁、エ

ネルギーネット、運輸・建設局、ビ

ジネス庁が、それぞれの立場から

風力発電に関する情報を発信して

いる。 

データ提供ページ（地図） 

 

【提供データ】デンマーク国内の

風力発電施設をマッピングしてい

る。住所やエリアでの絞込検索機

能がついている。各プロジェクト

の概要を参照することができる。

家庭用風力発電機の位置情報を入

手できる。 

 

データ提供ページ（地図） 

 

【提供データ】風力発電施設が与

える環境、健康上の影響や環境ア

セスメントの情報、助成金情報も

取得することができる。住居地域

および自然保護地域などを地図上

で表示することもできる。 

出典：風力情報 HP,デンマーク 
 

REPOS の機能拡張に関して参考となるデータ・機能 

・家庭用風力発電機の位置情報およびプロジェクト情報。 

・住居地域および自然保護地域の地図表示機能。 
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No.27：ヨーロッパ再生可能エネルギープロジェクトマップ  

サイトトップページ 

 

【概要】Repowermap.org は非営利

団体であり、オーストリア、ベルギ

ー、ブルガリア、フィンランド、フ

ランス、ドイツ、イタリア、リヒテ

ンシュタイン、スロバキア、ポーラ

ンドを中心とした再生可能エネル

ギーのプロジェクト情報をマッピ

ングしている。 

データ提供ページ（地図） 

 

【提供データ】太陽光、地熱、水

力、バイオマス、海洋、風力発電の

技術と既存、計画段階、プロバイダ

ー、エネルギー地域というカテゴ

リーから選択して地図上に表示す

ることができる。表示されたアイ

コンをクリックすると、プロジェ

クトの概要が表示される。 

提供データ一覧 

 

【機能詳細】一般の人がプロジェ

クトをマップ上に掲載することが

できる。 

プロジェクトの中から、特徴のあ

るものは好事例としてピックアッ

プされて掲載されている。 

国、キーワード、企業などでも検索

が可能である。 

出典：Repowermap.org HP,ヨーロッパ 
 

REPOS の機能拡張に関して参考となるデータ・機能 

・広域のプロジェクトマップ。 

・一般の人がプロジェクト情報を登録して地図上に表示することができる。 
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No.28：日本の再生可能エネルギー生産量グラフ  

サイトトップページ 

 

【概要】孫正義氏が設立した自然

エネルギー財団 HP では、再生可能

エネルギーや地球温暖化の情報を

提供している。 

データ提供ページ（地図） 

 

【提供データ】日本の地方別再生

可能エネルギー生産量および電力

供給量のグラフが表示されてい

る。 

データ提供ページ（グラフ） 

 

【提供データ】日本の各種のエネ

ルギー生産量をグラフで表示でき

る。 

表示するグラフについて、地方を

選択できる。 

出典：自然エネルギー財団 HP,日本 
 

REPOS の機能拡張に関して参考となるデータ・機能 

・地方別再生可能エネルギー生産量グラフ。 

  



62 
 

No.29：全世界再生可能エネルギーポテンシャル地図 

サイトトップページ 

 

【概要】国際再生可能エネルギー

機構(IRENA)の HP では、各種再生

可能エネルギーの世界規模データ

および地図情報を提供している。 

提供データ一覧ページ 

 

【提供データ】風力、太陽光、地

熱、バイオマス、海洋、水力発電に

関してポテンシャルの地図情報お

よび各種ツールを提供している。 

データ提供ページ（地図） 

 

【提供データ】再生可能エネルギ

ーのポテンシャル情報を地図上で

表示している。世界各国のデータ

を参照することができる。 

出典：IRENA HP,国際機関 
 

REPOS の機能拡張に関して参考となるデータ・機能 

・各種再生可能エネルギーのポテンシャルマップ。 

・世界の再生可能エネルギー情報。 
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No.30：全世界太陽光/風力ポテンシャル情報 

サイトトップページ 

 

【概要】世界銀行(World Bank)は

EU および研究機関と共に、全世界

の太陽光/風力の年平均ポテンシ

ャル量を地図表示している。 

データ提供ページ（地図・グラフ） 

 

【提供データ】ポイントした都市

および位置のポテンシャル情報を

図およびグラフで表示することが

できる。 

データ提供ページ（地図・表） 

 

【提供データ】三角形、四角形で囲

ったエリアのポテンシャル情報を

図およびグラフで表示することも

できる。 

出典：Global Solar/Wind Atlas HP,世界銀行 
 

REPOS の機能拡張に関して参考となるデータ・機能 

・ポイントした都市のポテンシャル情報を図およびグラフで表示する機能。 

・三角形・四角形で囲ったエリアのポテンシャル情報を図およびグラフで表示する機能。 
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2.3 ヒアリング調査に基づくニーズの把握 

 事前調査に基づいて想定した情報ニーズ、自治体や事業者の業務における情報活用の状

況や今後の整備の方向性等について、ヒアリング計画に基づき調査を実施した。ヒアリング

候補は、当該サイトのニーズや必要情報（案）に対し確実に意見を貰えるよう、以下の視点

で候補者を選定した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 上記の目的、方針を踏まえ、2020 年 7 月～2021 年 2 月にかけてヒアリング調査を実施し

た。ヒアリング調査結果の概要を表 2.3-1 に示す。 

 

表 2.3-1 ヒアリング調査実施概要 

No 対象 実施日 概要 

1 事業者 2020 年 

7 月 29 日 

・作成した AI 分析プログラムでは、メガソーラーだ

けでなく住宅用パネルも 80～95％の精度で抽出が

可能。 

・パネル以外に、風力発電、変電所、配電網（電柱）

など人間の目視で施設が判別できるものは抽出可

能と思われるが、上空から見た場合に可視面積が少

ない対象物は困難な可能性がある。また、教師デー

タの作成など新たに膨大な作業が必要。 

・写真データさえ入手できれば AI 分析の技術的な課

題は特にない。 

2 有識者 

（AI） 

2020 年 

8 月 21 日 

・太陽光発電に関して、検出はおそらく高い精度で可

能。風力については、写真画像の見え方によっては

AI 検出に向かない可能性がある。 

・教師データとして数千枚レベルのデータが必要にな

る。住宅用と野立ではそれぞれ教師データを作成す

るよりも、統合した方が検出精度は高まると思われ

る。 

・データセット作成からファーストトライアルまで半

年程度かかる。 

3 有識者 

（再エネ） 

2020 年 

9 月 14 日 

・環境省地中熱利用状況調査では住所情報を取得して

いないため、ポイントデータ作成はできない。 

【事業者】再エネ事業の現場に精通しており、現場で必要とする情報を把握している。

【自治体】地域エネビジョンや温暖化対策実行計画等においてエネルギー(再エネ含む)

関連情報を収集・整理した経験を有する。

【有識者】個別再エネだけでなく、調整力や再エネがもたらす地域効果（例：地域経済

波及効果等）、再エネ導入促進・拡大に関する課題・方策についての研究実績

や提言実績がある。データ整備に関する実績がある。
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No 対象 実施日 概要 

・個人情報保護の観点から、導入場所のポイントデー

タの公開は難しい。 

・エネルギー利用量、再エネ導入につながった特区制

度や実証事業の公開により、ほかの地域の規制緩和

や導入につながる可能性がある。 

4 自治体 2020 年 

9 月 15 日 

・地中熱導入促進において、機運が高まると思われる

情報： 

-地中熱利用トータルのコスト情報（特にイニシャ

ルコスト） 

-利用規制がかかるエリア 

-帯水層に関する情報 

5 自治体 2020 年 

9 月 23 日 

・搭載されるとよいと考える情報、機能： 

 -市独自（環境補助で作成）のゾーニング情報を重ね

合わせられる機能 

 -FIT 認定設備の位置情報 

 -漁業者に示すことができる洋上風力に関する環境

情報 

 -エネルギー需要が高いエリアや系統が脆弱なエリ

ア等、分散型電源の活用が見込まれるエリアに関

する情報 

 -リアルタイムの発電状況等の情報 

 -他自治体の再エネ情報やガイドライン 

 -自治体内の月・年間の電力使用量 

-国への要望として、促進区域の指定と環境影響評

価の関係を整理して頂きたい。 

6 有識者 

（再エネ） 

2020 年 

9 月 25 日 

・搭載されるとよいと考える情報、機能： 

-再エネ設備のポイント情報、設備容量区分。設備容

量が示されていれば、高圧連系の可能性が検討で

きる。 

-道路幅の区分。輸送を検討するのに役立つ。 

-環境省や経済産業省が実施している再エネの適地

調査結果 

 -耕作放棄地位置情報。 

 -地域還元に関する情報。 

 -千葉大学が公表している永続地帯情報。 

7 事業者 

※メールによ

る回答 

2020 年 

9 月 28 日 

 

・REPOS は小水力の候補地選定に使える。例えば、土

砂崩れのリスクのある地点には発電所を建設でき

ないので、土砂災害危険個所などは参考になる。 

・土砂災害危険個所は住宅のある地域に限定されてい

るので、それ以外もカバーするため、国土地理院の

電子国土 WEB にある「近年の災害」情報なども図示

できるようにしてもらいたい。 
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No 対象 実施日 概要 

・送配電事業者の送配電網空き容量マッピングも図示

できるようにしていただきたい。空き容量が無いた

め送配電網に接続できず、電気を売れない地域があ

る。 

・地産電力の電力量把握については、非 FIT 非化石価

値取引で今年度から経産省への報告が義務化され

ているので、それを活用する方法も考えられる。 

8 自治体 2020 年 

9 月 29 日 

 

・都道府県別情報よりマップが先に表示される方が良

いのではないか。 

・搭載されるとよいと考える情報、機能： 

  -送電線情報 

   -水深情報 

  -農地の種類情報 

  -ゼロカーボンシティー等の環境先進自治体 

  -過去の調査結果情報 

9 事業者 2020 年 

10 月 2日 

 

・搭載されるとよいと考える情報、機能： 

  -自治体境界線レイヤ 

  -環境に積極的に取り組む自治体の表示 

  -自家消費可能な施設のマップ化 

  -EV ステーション情報 

  -地域の再エネ施工事業者情報 

  -避難施設位置情報 

・REPOS の方向性を踏まえたうえで、ある程度地図情

報などに限定して提供したほうがよい。 

10 自治体 2020 年 

10 月 6日 

・搭載されるとよいと考える情報、機能： 

  -バイオマスのポテンシャル情報 

  -バイオマスの関連情報 

  -発電施設の位置情報 

  -各自治体でのポテンシャルと導入実績が比較で

きる情報 

  -送電線空き容量情報 

  -経済性が担保できる防災を念頭においた再エネ

導入事例情報 

  -他県の取り組みや条例、ガイドライン等の情報 

・ランキングの公表については公平性を担保 

・事業化を検討する場合に、どういったアクションが

必要なのか、どういった補助メニューがあるのか等

の情報がワンストップで提供されているとさらに

使いやすいサイトになるのではないか。 

11 事業者 2020 年 

10 月 7日 

・国民に広く知ってもらうためには SEO 対策を強化し

た方がよい。 

•空き容量の調査結果が地図上に表示され共有できる
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No 対象 実施日 概要 

とよい。そうすれば別の事業者の無駄なコスト・時

間が削減される。ただし、入力にインセンティブを

与えられる施策が必要となる。 

・搭載されるとよいと考える情報、機能： 

  -発電所位置情報 

  -送電線位置情報と空き容量情報 

  -一般送配電事業者に打診した空き容量調査結果

を地図に掲載する機能 

  -再エネ観光受け入れ可否情報 

  -写真、住所・容量等の施設情報 

    -各メッシュの送電線・道路までの距離情報（風力

発電について） 

・公共施設における再エネ（≒太陽光）の発電量デー

タを公開する仕組みを作ってほしい。そういったデ

ータがREPOSに公開されると利用頻度が高まると思

う。 

12 事業者 2020 年 

10 月 8日 

・搭載されるとよいと考える情報、機能： 

  -課税台帳情報 

  -国土交通省保有の航空測量データ 

  -漁業権域データ 

  -荒廃農地データ 

  -ゼロカーボンシティー宣言自治体 

  -送電線位置情報、空き容量情報 

・REPOS における情報の双方向性だが、地域が積極的

に情報を上げるメリットがないと難しいのではな

いか。また、REPOS 側でかなり容易に情報をあげら

れる仕組みの構築がないといけない。また、情報の

信頼性が重要なので信頼性をどのように担保する

かが重要となる。 

13 有識者 

（金融） 

2020 年 

10 月 15 日 

・小水力のリスクの低さが既存発電所実績から示され

た情報があることが望ましい。 

・地域金融機関にとっては知見・ノウハウが少ないこ

とから、各再エネについてチェックすべきポイント

が整理されているとありがたい。 

・成功事例集より失敗事例集の方が役立つ。 

・FIP になると電力を購入してくれる需要者の確保が

必要となる。REAction や RE100 企業等が考えられ

る。コーポレート PPA を仲介してくれる事業者情報

も重要な情報になりうる。 

・今後の再エネビジネスは事業期間中に安定して電力

を購入してくれる需要者を確保できるかがポイン

トである。つまりは融資にあたっては電力需要者の
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No 対象 実施日 概要 

信用力もポイントとなる。 

14 事業者 2020 年 

11 月 5日 

・搭載されるとよいと考える情報、機能： 

  -送電線位置情報、空き容量情報 

  -発電所登録をしている、かつ余剰電力を逆潮流

しているごみ発電所 

  -コスト情報 

  -出力制限情報 

・出力抑制要請を受けた事業者が REPOS に情報を入力

できるといった双方向性のあるサイトにより実現

するといった方法が考えられる。ただし、情報の信

頼性を如何に担保するかは重要な観点である。 

・当該エリアでは小水力のポテンシャルが大きいとあ

り、３件ほど小水力事業の検討に携わったが事業性

を満たさなかった。経済性を考慮したポテンシャル

があるとよい。 

・温暖化対策実行計画を策定している最中であるが、

域内の太陽光の導入量を把握できていないことが

１つの課題である。 

15 自治体 2020 年 

11 月 11 日 

・地熱発電における地下温度構造や事業地面積測定ツ

ールなど非常に有用な情報は入っているというこ

とを初めて知った。こういった便利な情報やツール

が入っていることを知ってもらうことが重要だと

思う。 

・REPOS の使用に関するセミナー等があるとよいので

はないか。 

・搭載されるとよいと考える情報、機能： 

  -既設発電所の情報 

  -バイオマスのポテンシャル、バイオマスの発電

所位置 

  -送電線情報 

  -航路情報 

16 自治体 2020 年 

11 月 13 日 

・操作性について動作が遅いように思えた。 

・シナリオ別導入可能量という単語があるが、単純に

経済性を考慮したポテンシャルであることがわか

る単語にした方が良い。 

・搭載されるとよいと考える情報、機能： 

  -太陽光発電所の位置情報 

  -シナリオ別導入可能量 

  -他自治体の条例情報 

  -他地域の先進事例 

  -系統の空き容量 

17 有識者 2020 年 ・ユーザーにどういった行動を期待するのか、そして
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No 対象 実施日 概要 

（オープンデ

ータ） 

12 月 4日 その行動を起こさせるためにはどんな情報を、どの

ように提供すべきなのかを考える必要がある。ユー

ザーに求めるアクティビティとデータとの間の仕

組みの検討・構築が重要となる。 

・例えばユースケースを見せる。REPOS を使用して再

エネ導入につながった事例や、さらに雇用の増加に

つながった事例など示せるとよい。 

・競争感覚を持ち込むことは重要。ランキング等のデ

ータは認知度向上と導入促進意欲向上につながる。 

・オープンデータプラットフォームを活用することで

情報の検索頻度向上や情報の更新作業の効率化に

つながる可能性がある。 

・Copyright の記載があるが、ユーザーがデータ使用

に関する迷いが生じないよう政府標準利用規約に

あわせるべきである。 

・持続可能なサイトの手法としては、広告掲載、コン

テンツ課金に加え、再エネマーケット全体を把握で

きる有用な情報を集約して市場関係者に購入して

もらうことも考えられる。 

18 有識者 

（再エネ） 

2020 年 

12 月 15 日 

・たくさん情報が搭載されているので、ユーザーから

するとどのように使えるかわかりにくいのではな

いか。 

・荒廃農地については、太陽光に活用できるよう陳情

を行っているところである。その意味で荒廃農地や

農地全般に関するポテンシャル情報は活用できる

と思われる。 

・系統容量の空き情報については、OCCTO で取り扱い

を検討中であり将来的には情報が公開される可能

性もある。 

・FIP 制度下になるとインバランスリスクが発生する

ので、30 分値の日射量データに対するニーズが高ま

っている。 

・住宅系については、自動車ディーラーに太陽光設置

家庭の情報ニーズがあるかもしれない。 

19 有識者 

（再エネ） 

2020 年 

12 月 25 日 

・月単位での流入量データや測水所での流量データが

あるとよい。 

・砂防ダム情報が公開されると役に立つ。 

・河川模式図があると、管理者等の情報がわかる。（地

図情報に整備するには、相当な時間が必要） 

・中小水力は地域性が強いエネルギーなので、日本全

国で整備できる情報は少ない。 

・本年度業務で収集しているデータから補正係数を作
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No 対象 実施日 概要 

成することで、FIP の検討に使える時間単位の流量

データに変換できるかもしれない（現在は日平均流

量によりポテンシャルを推計）。 

20 有識者 

（再エネ） 

2020 年 

1 月 8 日 

・EADAS や NEOWINS は REPOS より数年前に公開されて

いることもあり認知度が高く事業者は主にそちら

を利用していると推測する。REPOS ならではの情報

が掲載されるようになると使用頻度が高まるので

はないか。 

・ビジョンや計画は地域の方々が参加し議論し作成さ

れるものであるため、事業者が検討するうえでは参

考になる。また、自治体の再エネ導入目標なども参

考情報となる。 

・今後は再エネだけではなく蓄電池等の調整力に関す

る情報や、地域固有の情報も重要。 

・風力は事業規模が大きく接続検討にかかる労力等を

苦にしないため、太陽光事業者ほどは系統空き情報

を必要とはしない。 

・洋上は、陸上に比べて圧倒的に情報が不足している。

気象・海象・海底に関するデータを整備してほしい

が、そもそも元データがない。 

・経済性を考慮したポテンシャルについては、発電コ

ストベースで計算するのであれば基本的には FIT、

FIP、相対でも変わらないのではないか。 

21 有識者 

（再エネ） 

2020 年 

2 月 8 日 

・導入実績について、利用動向調査は林野庁が実施し

ている。 

・バイオマスの推計は、条件さえ設定すれば把握でき

ると思う。条件の設定を幅広くとればとるほどでき

なくなる。 

・マップ情報があることで地域全体を見て議論がしや

すくなる。バイオマスについても考えや議論の起点

になる情報整備が必要。 

・条件設定にあたっては、木質以外のバイオマスも検

討や調整が必要。 

・森林資源の現況調査は、森林簿が森林の成長にとも

なってきちんと修正されていないのではないかと

いう議論がある。また、現況調査と生態系多様性基

礎調査の整合がとれておらず、それについての検証

が必要である。 
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2.4 再エネ情報提供システムの方向性の検討 

2.4.1 自治体計画策定における役割の検討 

REPOS には再エネポテンシャル情報のみならず、自然的状況や社会的状況に関する情報や

防災関連情報が搭載されている（表 2.4-1）。しかしながら、それら地図情報の存在は自治

体担当者に十分に認知されておらず、また、どのようなことに利用できるかも知られていな

いのが実情であると推測する。そのため地球温暖化対策の推進に関する法律に基づく計画

や防災計画といった計画策定における地図情報の活用可能性等を検討した。 

 

表 2.4-1 REPOS に搭載されている情報一覧 

大区分 小区分 情報項目 

整備・使用状況 

出典 
REPOS

収録 

（参

考） 

EADAS

収録 

自然的

状況 

地形及び

地質の状

況 

傾斜区分

図 
● ● 

国土地理院「数値地図（国土基本情報）50m メ

ッシュ数値標高データ」（承認番号 平 29 情

使、 第 334 号） 

地上開度 ● ● 

国土地理院「数値地図（国土基本情報）50m メ

ッシュ数値標高データ」（承認番号 平 29 情

使、 第 334 号） 

景観及び

人と自然

との触れ

合いの活

動の場の

状況 

自然景観

資源 
● ● 

国土交通省国土政策局「国土数値情報（地域

資源）平成 24 年度」をもとに加工 

観光資源 ● ● 

国土交通省国土政策局「国土数値情報（観光

資源）平成 22 年度、平成 26 年度」をもとに

加工 

社会的

状況 

土地利用

の状況 
土地利用

（平成 26

年度） 

● ● 

土地利用（平成 26 年度）／平成 29年度整備

／国土数値情報（土地利用細分メッシュ）平

成 26 年度（国交省） 

河川、湖

沼及び海

域の利用

並びに地

下水の利

用の状況 

港湾 ● ● 
国土交通省国土政策局「国土数値情報（港

湾）平成 26 年」をもとに加工 

環境の保

全を目的

とする法

令等によ

り指定さ

れた地域

等（自

然） 

国立公園 ● ● 

自然公園区域（国立公園） ／平成 30年度整

備／原典：環境省自然環境局生物多様性セン

ター、環境省自然環境局国立公園課提供の公

園計画書及び公園計画書 

国定公園 ● ● 

自然公園区域（国定公園） ／令和元年度整備

／原典：国土数値情報、境省自然環境局国立

公園課提供の公園計画書及び公園計画書 

都道府県

立自然公

園 

● ● 

自然公園区域（都道府県立自然公園） ／令和

元年度整備／原典：都道府県の自然公園所管

部署から提供を受けた都道府県立自然公園の

公園区域及び公園計画図、指定書及び公園計

画書、国土数値情報 
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大区分 小区分 情報項目 

整備・使用状況 

出典 
REPOS

収録 

（参

考） 

EADAS

収録 

自然環境

保全地域

（国指

定）  

● ● 

自然環境保全地域（国指定） ／平成 27年度

整備／原典：環境省自然環境局自然環境計画

課提供の原生自然環境保全地域（５地域）及

び自然環境保全地域（10地域）の指定書及び

区域図、／環境省ホームページ（自然環境保

全地域 各種データ）（１）原生自然環境保

全地域、（２）自然環境保全地域、（３）自

然環境保全地域(野生動植物保護地区)、

（４）自然環境保全地域(海域特別地区) 

自然環境

保全地域

（都道府

県指定）  

● ● 

自然環境保全地域（都道府県指定） ／平成 27

年度整備／原典：各都道府県の自然環境保全

地域所管部署から提供があった指定書、区域

図、目録等、環境省ホームページ 

鳥獣保護

区（国指

定） 

● ● 

鳥獣保護区（国指定）／平成 30 年度整備／原

典：環境省自然環境局生物多様性センター、

環境省自然環境局野生生物課提供資料 

鳥獣保護

区（都道

府県指

定） 

● ● 

鳥獣保護区（都道府県指定） ／平成 30年度

整備／都道府県の鳥獣保護区所管部署提供資

料 

世界自然

遺産地域 
● ● 

世界自然遺産／平成 27 年度整備／原典：国土

数値情報（世界遺産）平成 23 年度（国交省） 

原生自然

環境保全

地域 

●  ● 

 自然環境保全地域（国指定） ／平成 27 年

度整備／原典：環境省自然環境局自然環境計

画課提供の原生自然環境保全地域（５地域）

及び自然環境保全地域（10地域）の指定書及

び区域図、／環境省ホームページ（自然環境

保全地域 各種データ）（１）原生自然環境

保全地域、（２）自然環境保全地域、（３）

自然環境保全地域(野生動植物保護地区)、

（４）自然環境保全地域(海域特別地区) 

環境の保

全を目的

とする法

令等によ

り指定さ

れた地域

等（文化

財） 

国指定文

化財等 
● ● 

国指定文化財等データベース（文化庁文化財

部伝統文化課）（平成 31 年 2 月 8 日時点） 

都道府県

指定文化

財 

● ● 
国土交通省国土政策局「国土数値情報（都道

府県指定文化財）平成 26 年」をもとに加工 

世界文化

遺産 
● ● 

国土交通省国土政策局「国土数値情報（世界

文化遺産）平成 29 年」をもとに加工／２．文

化庁や UNESCO ホームページで公開されている

世界文化遺産についての情報（平成 30 年 1 月

末時点） 

環境の保

全を目的

とする法

景観計画

区域 
● ● 

国土交通省国土政策局「国土数値情報（景観

計画区域）平成 26 年」をもとに加工 
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大区分 小区分 情報項目 

整備・使用状況 

出典 
REPOS

収録 

（参

考） 

EADAS

収録 

令等によ

り指定さ

れた地域

等（景

観） 

景観地

区・準景

観地区 

● ● 
国土交通省国土政策局「国土数値情報（景観

地区・準景観地区）平成 26 年」をもとに加工 

景観重要

建造物・

樹木 

● ● 
国土交通省国土政策局「国土数値情報（景観

重要建造物・樹木）平成 26 年」をもとに加工 

環境の保

全を目的

とする法

令等によ

り指定さ

れた地域

等（土地

利用） 

保安林

（国有

林、民有

林） 

● ● 

(RESAS 情報) 

保安林（国有林、民有林）／平成 30 年度／原

典：国土数値情報（森林地域）平成 27 年度

（国交省） 

※平成 27 年度の情報では一部の地域の情報が

未収録であったため、当該地域については平

成 23 年度の情報で補完した。 

(EADAS 情報) 

・保安林（国有林、民有林） ／平成 30年度

整備／原典：国土数値情報（森林地域）平成

27年度（国交省） 

・保安林（民有林）  ／平成 28 年度整備／原

典：都道府県提供の保安林区域図等 

保安林

（民有

林） 

● ● 

・都道府県提供の保安林区域図または保安林

区域のＧＩＳデータ、／２．東京都、岡山県

提供：土地利用基本計画図のＧＩＳデータ、

／３．「保安林（民有林）_収録状況」の区

域：国土交通省国土政策局「国土数値情報

（行政区域）平成 28 年」、この地図の作成に

当たっては、国土地理院長の承認を得て、同

院発行の数値地図（国土基本情報）電子国土

基本図（地図情報）を使用した。（承認番号 

平 29 情使、第 109 号）、／平成 28年度 EADAS

収録：都道府県、平成 31 年度（令和元年度） 

地域森林

計画対象

民有林 

● ● 

・国土交通省国土政策局「国土数値情報（森

林地域）平成 27 年度」をもとに加工／２．国

土交通省国土政策局「国土数値情報（行政区

域）平成 31 年度」 

市街化区

域 
● ● 

国土交通省国土政策局「国土数値情報（都市

地域)平成 23 年度」をもとに加工 

農業地

域、農用

地区域 

● ● 
国土交通省国土政策局「国土数値情報（農業

地域）平成 27 年度」をもとに加工 

都市計画

区分 
  ● 

都市計画用途地域／平成 25 年度／原典：国土

数値情報（用途地域）平成 23 年度（国交省） 

その他の

事項 
航空制限

区域 
● ● 

航空制限区域／平成 27 年度整備／原典：空港

一覧および空港分布図、各空港の概要資料

（国土交通省）、基地一覧（航空自衛隊）、

制限表面区域図（空港事務所、航空局、地方

自治体） 
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大区分 小区分 情報項目 

整備・使用状況 

出典 
REPOS

収録 

（参

考） 

EADAS

収録 

航空路レ

ーダー 
● ● 

航空路監視レーダー(ARSR)等の配置及び覆域

図（国土交通省）（平成 25 年 4 月 1 日時点） 

米軍演習

区域 
● ● 

日本近海演習区域一覧図（海上保安庁）（平

成 23 年度） 

自衛隊射

撃訓練等

海上区域 

● ● 

海上における射撃訓練等の実施予定について

（防衛省）をもとに加工。（平成 29 年 1 月時

点） 

防災関

連情報 

環境の保

全を目的

とする法

令等によ

り指定さ

れた地域

等（防災

関連） 

砂防三法

指定区域 
● ● 

１．各都道府県から収集した砂防三法指定区

域に係る資料／注：使用した原典及び告示等

の時点は都道府県ごとに異なります。ＧＩSデ

ータの属性情報「原典及び整備方法」を参照

してください。／２．「砂防三法指定区域_収

録状況」の区域：国土交通省国土政策局「国

土数値情報（行政区域）平成 30 年」を使用し

て加工。この地図の作成に当たっては、国土

地理院長の承認を得て、同院発行の地図(国土

基本情報)電子国土基本図(地図情報)を使用し

た。（承認番号 平 30 情使、 第 1533 号） 

土砂災害

警戒区

域、土砂

災害特別

警戒区域 

● (予定） 
国土交通省国土政策局「国土数値情報（土砂

災害警戒区域）平成 30 年度」をもとに加工 

土砂災害

危険箇所 
● ● 

国土交通省国土政策局「国土数値情報（土砂

災害危険箇所）平成 22 年度」をもとに加工  

山地災害

危険地区

（国有

林） 

● (予定） 

林野庁が管理する国有林における山地災害危

険地区（山腹崩壊危険地区、地すべり危険地

区、崩壊土砂流出危険地区）の範囲または位

置 

 山地災害

危険地区

（民有

林） 

● 

● 

未収録

アリ 

１．各都道府県の治山事業所管部署から提供

を受けた山地災害危険地区のＧＩＳデータ。

／２．「山地災害危険地区_収録状況」の区

域：国土交通省国土政策局「国土数値情報

（行政区域）平成 30 年」を使用して加工。こ

の地図の作成に当たっては、国土地理院長の

承認を得て、同院発行の図(国土基本情報)電

子国土基本図(地図情報)を使用した。（承認

番号 平 30 情使、 第 1533 号）／ 

浸水想定

区域（河

川氾濫）7

段階 

● (予定） 
国土交通省国土政策局「国土数値情報（浸水

想定区域）平成 24 年度」 
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大区分 小区分 情報項目 

整備・使用状況 

出典 
REPOS

収録 

（参

考） 

EADAS

収録 

浸水想定

区域（河

川氾濫）5

段階 

● (予定） 

(RESAS) 

国土交通省国土政策局「国土数値情報（浸水

想定区域）平成 24 年度」 

(EADAS) 

今後掲載予定 

浸水想定

区域（津

波） 

● (予定） 

(RESAS) 

国土交通省国土政策局「国土数値情報（津波

想定区域）平成 30 年度」 

(EADAS) 

今後掲載予定 

事業性 事業性 

道路から

の距離 
  

● 

原典情

報は収

録済 

道路データ（道路分類）／平成 29 年度整備／

数値地図（国土基本情報 20 万）（地理院）平

成 30 年 3 月 12 日 DL 

送電線か

らの距離 
  

● 

原典情

報は収

録済 

系統マップ／平成 28 年度整備／電力広域的運

営推進機関において公開されている基幹送電

線情報等、国土地理院発行の数値地図（国土

基本情報） 
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本調査ではこれら情報の活用促進を目的として、自治体の各種計画を調査し計画策定時

に関連する情報を整理することとした。調査対象とした関連可能性のある代表的な自治体

計画を表 2.4-2 に示す。関連可能性のある代表的な自治体計画として総合計画や観光計画

等が挙がった。 

 

表 2.4-2 関連可能性のある代表的な自治体計画 

No. 行政分野 

区分 

関連可能性のある自治

体計画 

概要 

1 総合 総合計画、総合振興計画 長期的な展望に基づいて、都市づくりの将来

目標を示すとともに、自治体行政を総合的、計

画的に運営するために、各行政分野における

計画や事業の指針を明らかにするものであ

り、自治体行政運営の最も基本となる計画。 

2 財政 公共施設等総合管理計

画 

財政負担を軽減及び平準化することを目的と

して、公共施設等の全体状況を把握し、長期的

な視点をもって施設の更新、統廃合及び長寿

命化などを行う計画。 

3 人権・市民

参加 

－ － 

4 福祉・健康 － － 

5 教育 － － 

6 文化・観光 観光計画、 

魅力情報発信計画 

自治区域内の観光スポットや魅力スポットの

紹介や、情報発信によるまちのにぎわい・地域

活性創出を目的とした地域振興計画。地域資

源の発掘、観光ルートの開発、プロモーショ

ン、人材育成等について計画。 

7 都市開発・

交通 

都市計画（基盤整備・開

発整備・まちづくり構想

等を含む） 

交通計画 

都市の健全な発展と秩序ある整備を図ること

を目的に土地利用、都市施設、市街地開発事業

を計画。 

都市活動を支える体系的な公共交通ネットワ

ーク、住民が利用しやすい公共交通環境を整

備するための計画。 

8 環境 環境基本計画 市民の健康で安全かつ快適な生活を確保する

ことを目的として、環境の保全と創造に関す

る施策を推進する計画。 

9 一般廃棄物処理基本計

画 

ごみの発生及び排出抑制とともに、リサイク

ルの促進を図り、資源循環型社会の構築を目

指すことを目的とする計画。 

10 地球温暖化対策実行計

画 

温室効果ガス排出量の削減に向けた緩和策

と、気候変動に対して自然生態系や社会・経済

を調整してその影響を軽減しながら、さらな

る地球温暖化対策を推進する計画。 
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No. 行政分野 

区分 

関連可能性のある自治

体計画 

概要 

11 エネルギービジョン エネルギーセキュリティの確保や低炭素な街

づくりを推進するための、再生可能エネルギ

ーや未利用エネルギーの活用、省エネルギー

対策を促進する計画。 

12 水道事業計画 平時、災害時に関わらず安全な水道水、安定し

た水道水を供給する水道サービスの持続を目

的とする計画。 

13 下水道事業計画、集落排

水計画、し尿処理計画 

衛生問題を解決して生活環境を向上し、公共

用水域の水質を保全し、浸水被害を軽減する

ことを目的とする計画。 

14 総合治水計画 水利用の安定性を確保し、浸水被害を軽減す

るための施設整備や流域対策などハードと

ソフトを組み合わせた治水の計画 

15 産業・労働 － － 

16 防災・安全 地域防災計画 住民の生命、身体及び財産を災害から守るこ

とを目的として、自治体の地域及び施設並び

に住民に係る災害に備え、災害予防、応急対策

と復旧に至る一連の防災活動を実施するため

の計画。 

17 津波避難計画 津波によって発生が予想される被害の防止・

軽減を図るためにハード・ソフトの施策を組

み合わせた「多重防御」によって津波に強いま

ちづくりを構築することを目的とする計画。 

18 風水害等対策計画 風水害等災害に関し、市民の生命、身体および

財産を守るための予防、応急対策及び復旧に

関する計画。 

19 地震災害対策計画 地震災害に関し、市民の生命、身体および財産

を守るための予防、応急対策及び復旧に関す

る計画。 

20 原子力災害対策計画 原子力災害による住民の不安を解消し、安心

安全な住民生活を確保することにより、住民

の生命、身体及び財産を災害から保護するこ

とを目的とする計画。 
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 各自治体計画について調査を行い、“REPOS 提供済み関連データ”、または“REPOS 未提供

関連データ”を整理した結果を以下にまとめた。なお、“REPOS 未提供関連データ”とは、

REPOS の目的である「再エネの導入促進」に何らかの形で関連するデータと定義する。これ

ら整理した“REPOS 未提供関連データ”は次項において提供可能性を評価した。 

 

表 2.4-3 REPOS 関連情報の整理結果 

No. 行政

分野

区分 

関連可能性のあ

る自治体計画 

REPOS 提供済み関連デ

ータ 

REPOS 未提供関連データ 

データ名称 関連可能性 

1 総合 総合計画 全て該当 －（総合計画は

方向性に関す

る内容が多い

ため、直接的な

関連性は低い） 

－ 

2 財政 公共施設等総合

管理計画 

観光資源、土地利用、

港湾計画、国立公園、

国定公園、都道府県立

自然公園、世界自然遺

産地域、国指定文化財

等、都道府県指定文化

財、世界文化遺産、、都

市計画区分 

建物区分デー

タ(公共系建築

物) 

再エネ設備・蓄

電池の設置可否

の検討に利用。 

 

6 文化・

観光 

 

観光計画、魅力

情報発信計画 

自然景観資源、観光資

源、港湾、国立公園、

国定公園、都道府県立

自然公園、自然環境保

全地域（国指定）、自然

環境保全地域（都道府

県指定）、世界自然遺産

地域、原生自然環境保

全地域、国指定文化財

等、都道府県指定文化

財、世界文化遺産、景

観計画区域、景観地区・

準景観地区、景観重要

建造物・樹木 

再エネ施設デ

ータ 

自然エネルギー

への関心が高ま

っていることか

ら再エネ施設に

対する観光需要

を期待できる。 

観光頻度の高

い観光施設、道

の駅 

再エネ設備・蓄

電池の設置検討

に利用。 

7 都 市

開発・

交通 

都市計画（基盤

整備・開発整備・

まちづくり構想

等を含む） 

 

 

傾斜区分図、地上開度、

自然景観資源、観光資

源、土地利用、港湾計

画、自然環境保全地域

（国指定）、自然環境保

全地域（都道府県指

建物単位/メッ

シュ単位熱需

要マップ 

地域熱供給の検

討に役立つ。 
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No. 行政

分野

区分 

関連可能性のあ

る自治体計画 

REPOS 提供済み関連デ

ータ 

REPOS 未提供関連データ 

データ名称 関連可能性 

 定）、国指定文化財等、

都道府県指定文化財、

世界文化遺産、景観計

画区域、景観地区・準

景観地区、景観重要建

造物・樹木、市街化区

域、農業地域、農用地

区域、都市計画区分 

交通計画 傾斜区分図、地上開度、

自然景観資源、観光資

源、土地利用、港湾計

画、世界文化遺産、景

観計画区域、景観地区・

準景観地区、市街化区

域、農業地域、農用地

区域都市計画区分 

水素ステーシ

ョン・EV ステー

ションの位置

データ 

 

再エネ起源の水

素・電気の需要

先検討として利

用。 

8 環境 環境基本計画 自然景観資源、土地利

用、国立公園、国定公

園、都道府県立自然公

園、自然環境保全地域

（国指定）、自然環境保

全地域（都道府県指

定）、鳥獣保護区（国指

定）、鳥獣保護区（都道

府県指定）、世界自然遺

産地域、原生自然環境

保全地域、保安林（国

有林、民有林）、保安林

（民有林） 

－（環境基本計

画は総論であ

るため直接的

な関係性は低

い） 

－ 

9 一般廃棄物処理

基本計画 

市街化区域、都市計画

区分、航空制限区域 

最終処分場残

余年数、最終処

分場敷地面積、

最終処分場埋

立内容物 

最終処分場での

太陽光の事業化

検 討 に 活 用 可

能。 

 

10 地球温暖化対策

実行計画 

土地利用、港湾、農業

地域、農用地区域、都

市計画区分、土砂災害

－ 

※他計画で挙

げた関連デー

－ 

※他計画で挙げ

た関連データの
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No. 行政

分野

区分 

関連可能性のあ

る自治体計画 

REPOS 提供済み関連デ

ータ 

REPOS 未提供関連データ 

データ名称 関連可能性 

危険箇所、山地災害危

険地区（国有林）、浸水

想定区域（河川氾濫）

7 段階、浸水想定区域

（河川氾濫）5段階 

タの大部分が

該当 

大部分が該当 

11 エネルギービジ

ョン 

土地利用、港湾、保安

林（国有林、民有林）、

市街化区域、農業地域、

農用地区域、都市計画

区分、 

上水道事業計画 市街化区域、都市計画

区分 

上水道処理場、

その他上水道

施設の規模・敷

地面積 

太陽光、中小水

力の事業化の検

討に活用可能。 

下 水 道 事 業 計

画、集落排水計

画、し尿処理計

画 

市街化区域、都市計画

区分、農業地域、農用

地区域、浸水想定区域

（河川氾濫）7 段階、浸

水想定区域（河川氾濫）

5 段階 

下水道処理場

の規模・敷地面

積 

太陽光、中小水

力、バイオマス

の事業化の検討

に活用可能。 

13 防災・

安全 

地域防災計画 港湾、市街化区域、農

業地域、農用地区域、

都市計画区分、砂防三

法指定区域、土砂災害

警戒区域、土砂災害特

別警戒区域、土砂災害

危険箇所、山地災害危

険地区（国有林）、山地

災害危険地区（民有

林）、浸水想定区域（河

川氾濫）7 段階、域（河

川氾濫）5 段階、 

避難施設（学

校、体育館な

ど）、地域のハ

ザードマップ 

 

避難施設は自家

発電施設である

方が良いため、

太陽光発電パネ

ルの設置場所と

なる可能性があ

る。ハザードマ

ップは再エネ計

画に活用可能。 

 

 

 

14 津波避難計画 港湾、市街化区域、都

市計画区分、浸水想定

区域（津波） 

風水害等対策計

画 

市街化区域、農業地域、

農用地区域、都市計画

区分、土砂災害警戒区

域、砂防三法指定区域、

土砂災害特別警戒区

避難施設（学

校、体育館な

ど）、地域のハ

ザードマップ、

河川、池、ダム、
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No. 行政

分野

区分 

関連可能性のあ

る自治体計画 

REPOS 提供済み関連デ

ータ 

REPOS 未提供関連データ 

データ名称 関連可能性 

域、土砂災害危険個所、

浸水想定区域（河川氾

濫）7段階、浸水想定域

（河川氾濫）5段階 

下水道全体計

画図、高速道路

網図、空港、鉄

道網、運動公園 

地震災害対策計

画 

港湾、市街化区域、農

業地域、農用地区域、

都市計画区分、砂防三

法指定区域、土砂災害

警戒区域、土砂災害特

別警戒区域、土砂災害

危険箇所、山地災害危

険地区（国有林）、山地

災害危険地区（民有

林）、浸水想定区域（河

川氾濫）7 段階、域（河

川氾濫）5 段階 

避難施設（学

校、体育館な

ど）、ハザード

マップ 

 

“REPOS 提供済み関連データ”、または“REPOS 未提供関連データ”を自治体計画等に活

用した場合の表示・掲載例を図 2.4-1～6、表 2.4-4、5に示す。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.4-1 建物区分データ(公共系建築物)の掲載内容例 

出典：令和元年度さいたま市公共施設マネジメント白書（令和 2 年 3 月） 
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図 2.4-2 文化・観光計画における再エネ施設の表示イメージ 

出典（左）：岩手・平泉 散策ガイドマップ 世界遺産 平泉 
出典（右）：平泉町観光振興計画,H30.3,平泉町 
註：当該位置に再エネ施設は実在しない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.4-3 メッシュ単位熱需要マップの掲載例 

出典：板橋区スマートシティ検討調査報告書（平成 26 年 7 月） 
 
 
 

再エネ施設の場所を

マッピング 再エネ施設を観光施設の

１つとして追加・紹介 

“ガイドマップ” “展示・資料館の紹介” 
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図 2.4-4 EV ステーション・水素ステーション地図の表示例 

出典：あいち EV・PHV ネットワーク HP 

 

 
 

表 2.4-4 一般廃棄物施設データ掲載例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：環境省一般廃棄物実態調査結果 
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図 2.4-5 上水道施設の再生可能エネルギー施設の表示例 

出典：銚子市水道局 HP 

表 2.4-5 下水道処理場の規模・敷地面積の掲載例 

 

出典：横浜市 HP 
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図 2.4-6 避難所施設への太陽光+蓄電池導入の掲載例 

出典：さいたま市 HP 
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2.4.2 必要情報に関する評価 

（１）評価項目および評価基準の設定 

 本章の各項および 2.4.1 において調査・整理された必要情報について優先度を評価した

上で、優先度が高いものについて整備時期等を検討していくこととした。優先度の評価項目

と評価内容を表 2.4-6 に、評価基準を表 2.4-7 に示す。 

 

表 2.4-6 優先度の評価項目と評価内容 

評価項目 評価内容 

再エネ導入促進寄与度 再エネ導入に関連する行動（研究、計画、事業化等）への寄与

度が高いか。 

収集可能性・網羅性 情報収集できる可能性が高いか。全国規模で収集できる可能性

が高いか。 

整備容易性 収集した情報を現状の REPOS に搭載可能な状態に整備できる容

易性が高いか。 

信頼度 情報源の信頼性は高いか。 

公開可能性 環境省として公開できる可能性があるデータか。 

ヒアリングニーズ ヒアリングにおいてニーズがあったか。 

優先度評価 上記に示す５つの評価項目の評価を参考に総合的に評価する。 

総合的に判断して低いもの、ニーズが低いもの、現状 REPOS に

搭載するにあたって明らかにクリアできない課題があるもの

は、”－”としている。 

 

表 2.4-7 評価基準 

評価 内容レベル 

◎ 評価内容を満たすことが明白である。 

○ 現状得られた情報では評価内容を満たすと考えられるが明白に満たすとは

までは判断できない、または一部既に満たさないことがわかっている。 

△ 評価内容を満たさない可能性が高い 

× 評価内容を満たさないことが明白である。 

－ 現状得られた情報だけでは評価できない。 

 

（２）必要情報に関する評価 

 上述（１）の評価基準に基づき評価した結果を表 2.4-8 に示す。整備容易性については、

現状の REPOS における整備を想定して評価しているが、システムの役割や将来シナリオの

方向性によって整備できる範囲が広がる可能性がある。 
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表 2.4-8 必要情報の評価結果（1/3） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

全般,

その他
太陽光 風力 中小水力 地熱 地中熱 太陽熱

再エネ導

入促進寄

与度

収集可能

性・網羅

性

整備容易

性
信頼度

公開可能

性

ヒアリング

ニーズ

1 荒廃農地ポテンシャル/農地関連情報整備 過知見・地条件 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 短期

2 コスト情報、技術開発動向 過知見・海外 ○ ○ ○ △ △ ○ ○ 短期

3 蓄電池の最新のコスト情報、技術開発動向 過知見 ○ △ ○ △ △ ○ - −

4 市区町村ごとの廃棄費用積立実績 過知見 ○ △ △ △ ◎ ○ - −

5 動植物・景観資源等のアセス関連情報（EADASにて一部提供済み） 過知見 ○ ○ △ ◎ ○ ◎ ◎ △ −

6 市区町村ごとの導入意向 過知見 ○ ○ ○ ◎ − − − − - −

7 既存ダムのデータ整備 過知見 ○ ◎ ○ △ ◎ ◎ △ 本年度 一部実施

8 農林業における導入事例 過知見 ○ ○ ○ △ ○ ○ - −

9 施設のエネルギー需要 過知見 ○ ○ ○ ○ △ △ △ ○ △ −

10 熱需要家群情報 過知見・地条件 ○ ○ ○ ○ △ ◎ ○ - −

11 日射量情報 過知見 ○ ○ ◎ ○ △ ○ △ △ −

12 河川流量 過知見 ○ ◎ ○ △ 〇 〇 △ 短期

13 NEDO/JOGMEC坑井データ 過知見 ○ ○ ○ △ ◎ △ - −

14 熱需要マップ 過知見・自計画 ○ ○ ○ △ ○ ◎ - −

15 施設区分ごとの熱需要特性 過知見 ○ ○ ○ △ ○ ◎ - −

16 地下水位置情報、地質情報 過知見 ○ ○ △ △ ○ ○ △ −

17 各地域の地下水揚水に関する規制情報 過知見 ○ ○ ○ △ ◎ ◎ ○ 短期

18 シナリオ別導入可能量 過知見 ○ ○ ○ ○ ◎ ○ ○ ○ ○ ○ 短期

19 FIT法施行規則 過知見 ○ △ ◎ ○ ◎ ◎ - −

20 条例情報（自治体策定の再エネに槓する条例等） 過知見・地条件 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ◎ ◎ ○ 短期

21 制約情報（自治体個別策定の土地利用計画、災害区域指定、各種計画） 過知見 ○ ○ ○ ○ △ ◎ ◎ - −

22 系統情報（EADAS情報） 過知見 ○ ○ 〇 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 本年度 一部実施

23 既設発電所・計画発電所位置情報（EADAS情報） 過知見・海外 ○ ○ ○ ○ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 本年度 一部実施

24 環境影響評価法 過知見 ○ ○ ◎ ○ ◎ ◎ - −

25 登記情報 過知見 ○ − △ △ ◎ △ - −

26 FIT・FIP買取価格情報 過知見 ○ ○ ◎ ○ ◎ ◎ - −

27 電力市場価格情報 過知見・海外 ○ − ◎ △ ◎ ○ - −

28 経済性試算ツール 過知見・海外 ○ ◎ ○ △ ○ ◎ △ ⾧期

29 接続検討申し込みに係る情報 過知見 ○ ○ ◎ △ ◎ ○ - −

30 地域別の災害リスク情報 過知見・自計画・地条件 ○ ○ △ △ ○ 〇 △ −

31 埋立物の有無に係わる情報 過知見 ○ △ △ △ ◎ ○ - −

32 気温、施設の熱利用関連設備の仕様情報、熱利用情報、将来の熱需要予測情報 過知見 ○ ○ △ △ ○ ○ - −

33 電気事業法 過知見 ○ ○ ◎ ○ ◎ ◎ - −

34 電技省令・電技解釈 過知見 ○ ○ ◎ ○ ◎ ◎ - −

35 風技省令・風技解釈 過知見 ○ ○ ◎ ○ ◎ ◎ - −

36 水技省令・水技解釈 過知見 ○ ○ ◎ ○ ◎ ◎ - −

37 火技省令・火技解釈 過知見 ○ ○ ◎ ○ ◎ ◎ - −

38 技術基準適合義務 過知見 ○ ○ ◎ ○ ◎ ◎ - −

39 建築基準法 過知見 ○ ○ ◎ ○ ◎ ◎ - −

40 水切り可能漁港位置 過知見 ○ △ ○ △ ○ ○ - −

備考
優先度

評価

情報区分

No. 必要情報 出元

評価項目
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表 2.4-9 必要情報の評価結果（2/3） 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

全般,

その他
太陽光 風力 中小水力 地熱 地中熱 太陽熱

再エネ導

入促進寄

与度

収集可能

性・網羅

性

整備容易

性
信頼度

公開可能

性

ヒアリング

ニーズ

41 道路幅、道路架空線高 過知見 ○ ○ ○ △ ○ ○ - −

42 近隣リユース・リサイクル事業者情報 過知見 ○ △ ○ △ ○ ○ - −

43 廃棄物処理法 過知見 ○ △ ◎ ○ ◎ ◎ - −

44 各市区町村のエネルギービジョン策定状況 過知見・地条件 ○ ○ ○ △ ◎ ○ △ −

45 各市区町村の地球温暖化対策実行計画の策定状況 過知見 ○ ◎ ○ △ ◎ ○ △ 短期

46 各市区町村のゼロカーボンシティの宣言状況 過知見・地条件 ○ ◎ ◎ △ ◎ ○ ◎ 短期

47 環境未来都市・環境モデル都市・SDGs未来都市 過知見 ○ ◎ ◎ △ ◎ ○ ○ 短期

48 都道府県・市区町村別の再エネに関するランキング 過知見・海外・地条件 ○ ◎ ○ △ ○ ○ ○ 本年度

49 再エネ事例集 海外 ○ ◎ △ △ △ ◎ ○ 短期

50 2050年までのシナリオ別将来電源構成の予測 海外 ○ △ △ △ △ ○ - −

51 各再生可能エネルギーの経済分析モデル 海外 ○ ◎ △ △ △ ○ - −

52 水素、波力・潮流力など新しい技術の資源量 海外 ○ ○ − − − − - ⾧期

53 バイオマスの資源量 海外 ○ ○ − − − − ○ 短期

54 全国の電気公共料金 海外 ○ − △ △ ○ △ - −

55 再エネ供給事業者の情報 海外 ○ △ △ △ △ △ - −

56 災害による地域のエネルギーインフラの脆弱性情報 海外 ○ ◎ △ △ △ △ △ −

57 リアルタイム発電量・消費量・市場価格およびそれらの予測値情報 海外 ○ ○ − − − − △ −

58 各再生可能エネルギーの統計データ 海外 ○ ○ ○ △ ○ ◎ - −

59 日・月・年単位の再エネ発電量予測 海外 ○ ○ △ △ △ △ - −

60 発電所から地域へ還元された資金の支出情報 海外 ○ ◎ − − − − △ −

61 CO2排出量 海外 ○ ○ △ △ △ ○ - −

62 世界の再生可能エネルギー情報 海外 ○ △ △ △ ○ ○ - −

63 公共建築物建物区分データ 自計画 ○ ○ ○ ○ △ △ ◎ ○ - −

64 再エネ施設属性情報 自計画・地条件 ○ ○ △ △ ○ ○ △ −

65 観光施設、道の駅 自計画 ○ ○ ○ △ ◎ ○ - −

66 水素ステーション・EVステーションの位置 自計画 ○ ○ △ △ ○ ○ △ 短期

67 最終処分場残余年数、最終処分場敷地面積、最終処分場埋立内容物 自計画 ○ ○ △ △ ○ ○ - −

68 上水道処理場、その他上水道施設の規模・敷地面積 自計画 ○ ○ ○ ○ △ ◎ ○ - −

69 下水道処理場の規模・敷地面積 自計画 ○ ○ ○ ○ ○ △ ◎ ○ - −

70 避難施設 自計画・地条件 ○ ○ ○ △ ◎ ○ △ −

71 河川、池、ダム、下水道全体計画図 自計画 ○ ○ △ △ ◎ ○ - −

72 高速道路網図、空港、鉄道網、運動公園 自計画 ○ ○ △ △ ◎ ○ - −

73 次世代エネルギー社会への転換ニーズ 地条件 ○ ◎ − − − − - −

74 地域合意形成の場 地条件 ○ ○ ○ ◎ − − − − - −

75 地域新電力 地条件 ○ ○ ◎ △ ◎ ◎ - −

76 導入支援・相談窓口 地条件 ○ ◎ △ △ ◎ ○ - −

77 地域金融機関の再エネ関連サービス 地条件 ○ ○ △ △ ○ ○ - −

78 再エネ関連産業 地条件 ○ ○ △ △ △ △ △ −

79 炭鉱・旧型火力発電所等の廃止・廃止予定施設 地条件 ○ ○ ○ △ ○ △ - −

80 導入補助制度 地条件・海外 ○ ◎ △ △ ○ ○ △ −

備考
優先度

評価

情報区分

No. 必要情報 出元

評価項目
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表 2.4-10 必要情報の評価結果（3/3） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※出元の凡例  

過知見：過年度業務及び再エネ知見に基づく必要情報 

海外：海外先進事例調査に基づく必要情報 

自計画：関連可能性のある自治体計画における“REPOS 未提供データ” 

地条件：再エネ導入・利活用に影響を与える地域条件 

ヒアリング：ヒアリングで追加的に挙がった情報 

※優先度総合評価の凡例  

 本年度：本年度業務で実施 

短期：比較的短期で整備検討するもの 

長期：比較的長期で整備検討するもの 

全般,

その他
太陽光 風力 中小水力 地熱 地中熱 太陽熱

再エネ導

入促進寄

与度

収集可能

性・網羅

性

整備容易

性
信頼度

公開可能

性

ヒアリング

ニーズ

81 再エネ誘致可能な地方公共団体所有の遊休地・施設 地条件 ○ ○ △ △ ○ ○ - −

82 ソーラーシェアリング施設 地条件 ○ ○ △ △ ○ ○ △ −

83 発電事業者との災害協定 地条件 ○ ○ △ △ ○ ○ - −

84 次世代エネルギーパークや展示館 地条件 ○ ○ ○ △ ◎ ○ - −

85 再エネを活用した実証事業 地条件 ○ ○ ○ △ ◎ ○ △ 短期

86 公用車EV 地条件 ○ ○ △ △ ◎ ○ - −

87 RE100、RE Action団体の拠点 地条件 ○ ○ ○ △ ○ ○ △ 短期

88 再エネ集積地区（再エネ100％可能エリア） 地条件 ○ ○ △ △ ○ ○ - −

89 再エネをコンセプトに含むまちづくり 地条件 ○ ○ △ △ ○ ○ - −

90 自営線敷設位置 地条件 ○ ○ △ △ ○ ○ - −

91 マイクログリッド導入エリア 地条件 ○ ○ △ △ ○ ○ - −

92 系統空き情報 ヒアリング ○ ◎ − − ◎ − ◎ ⾧期

93 自治体整備地図情報との重ね合わせ ヒアリング ○ ○ △ − ◎ − △ ⾧期

94 リアルタイムの発電状況 ヒアリング ○ ○ − − − − △ −

95 永続地帯情報 ヒアリング ○ ○ △ − △ − △ −

96 航路関連情報 ヒアリング ○ ○ ○ △ ◎ ○ ○ 短期

97 水深情報 ヒアリング ○ ○ ○ △ ○ ○ △ 短期

98 自家消費可能な施設の検討ツール ヒアリング ○ ○ △ △ △ △ △ ⾧期

99 風力メッシュの送電線・道路までの距離情報 ヒアリング ○ ○ △ △ ○ ○ △ −

100 公共施設における再エネ（≒太陽光）の発電量データ ヒアリング ○ ○ − − ○ − △ −

101 航空測量データ ヒアリング ○ ○ − − ○ − △ −

102 漁業権域データ ヒアリング ○ ○ − − − − △ −

103 中小水力変動リスクに関する情報 ヒアリング ○ ○ △ △ ○ − △ 短期

104 再エネ（中小水力）融資チェックポイント ヒアリング ○ ○ △ △ △ ○ △ −

105 再エネ失敗事例集 ヒアリング ○ △ − − − − △ −

106 出力制限情報 ヒアリング ○ ○ − − △ − △ −

107 廃棄物発電所 ヒアリング ○ ○ ○ ○ ◎ 〇 △ −

108 地域の太陽光発電導入量 ヒアリング ○ △ ○ △ △ △ ○ −

109 ため池の太陽光ポテンシャル ヒアリング ○ ○ △ △ ○ ○ △ 短期

110 河川模式図 ヒアリング ○ △ △ − ○ − △ −

111 自治体の再エネ導入目標 ヒアリング ○ ○ △ △ ○ ○ △ 短期

112 蓄電池等の調整力 ヒアリング ○ ○ − − − − ○ −

備考
優先度
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No. 必要情報 出元

評価項目
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2.4.3 再エネ情報提供システムの役割の明確化と将来シナリオの検討 

2.4.3.1 再エネ情報提供システムの役割の明確化 

現在の REPOS のコンセプトは平成 27 年度に作成したものである。 

メインコンセプトは、自治体及び事業者に対して過年度に収集したゾーニング基礎情報

をわかりやすく提供することであった。 

サブコンセプトは、再生可能エネルギーを別の側面から後押しする方法として、事業者の

利便性の向上や自治体間での情報共有の促進、また地球温暖化対策における各自治体の再

生可能エネルギー導入促進の取組状況を共有するため、自治体が取り組んでいる再生可能

エネルギー関連施策等を共有・公開することであった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.4-7 現 REPOS のコンセプトイメージ 

  

わが国では 2020 年 10 月に、2050 年に温室効果ガス実質ゼロ宣言、いわゆる脱炭素宣言を

行った。それを受けてわが国ではさらなる再エネ導入の加速化が求められている。既に取組

みは進められており、政府は自治体（現在では、都道府県と政令市、中核市が対象予定）が

作成する温暖化対策実行計画に再生可能エネルギーの導入目標の設定を義務付ける方針を

固めたほか、再エネ施設の整備を円滑に進める仕組みも設けることとした。また、環境省で

は、2030 年までに再エネを倍増する脱炭素化政策パッケージを発表している。 

 このような再生可能エネルギーを取り巻く社会背景を踏まえると、REPOS が果たすべき役

割は一段と高いものが期待される。これまではメインコンセプトに示すとおり、過年度に収

集・作成した情報を提供することが主な役割であったが、それはもとより今後はサブコンセ

プトに示す「各自治体の再エネ導入促進の取組状況の共有」や「事業者の利便性」をはじめ

として、再エネ導入加速化に資する取組みを強力に推し進める必要がある。 

 以上のことを踏まえ、今後の REPOS の将来ビジョンと役割（＝提供する価値）（案）を以

下に示す。 
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図 2.4-8 REPOS の将来ビジョンと役割（案） 

 

2.4.3.2 将来シナリオの検討 

 REPOS の将来ビジョン達成に向けては、「システム」の側面と「コンテンツ・ツール」の側

面の２つの側面での将来シナリオが必要となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.4-9 REPOS 将来シナリオの基本構成（案） 

註：ツールとは、ユーザーニーズに基づくものを指す。コンテンツとは、これまで整備してきたポ

テンシャル・ゾーニング・その他関連情報を指す。 
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（１）「システム」の側面からの将来シナリオ 

 システムの将来シナリオを検討するうえで考慮すべき点は以下のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 本考慮点を踏まえて検討作成した「システム」の側面からの将来シナリオ（案）を図 2.4-

10 に示す。将来シナリオは短期・中期・長期から構成され、短期の視点では直近に控える

改正温対法に対応するため、現行 REPOS において自治体が必要とするサービス・ツールを開

発するとともに、コンテンツの収集・整備を進める必要がある。さらに、将来的には再エネ

導入をより側面支援するため現行 REPOS よりも高いレベルのサービス提供、情報提供して

いくことが求められることから新たな情報提供サイト（改良版 REPOS）に関する要件定義を

進めていくことが望ましい。中期的には地方自治体が再エネ導入目標率を検討するのに役

立つよう現行版 REPOS の利便性を向上させ法施行への対応を強力に支援することが重要と

なる。長期的には改良版 REPOS により、単なるデータ提供にとどまらず UI/UX を強化しユ

ーザビリティを最大限に高めていくことが有用であると考える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.4-10 「システム」の側面からの将来シナリオ（案） 
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（２）「コンテンツ・ツール」の側面からの将来シナリオ 

 コンテンツ・ツールの将来シナリオを検討するうえで考慮すべき点は以下のとおりであ

る。 

 

 

 

 

 

有識者や自治体等へのヒアリング調査結果等から挙がった必要情報を踏まえ、「コンテン

ツ・ツール」の側面からの将来シナリオを図 2.4-11 に示す。現時点では 25のコンテンツ・

ツールが挙がった。脱炭素・再エネを取り巻く社会背景は大きく変容することが予想される

ことから定期的にコンテンツ・ツールの将来シナリオの見直しを行うことが適当である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.4-11 「コンテンツ・ツール」の側面からの将来シナリオ 

 

 

 

 

  

 

 

 

▼：調査・整備、★：搭載、◆：更新 ※：双方向性による更新を想定
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2.5 優先度が高い必要情報の実装 

2.5.1 優先度が高い必要情報の実装  

 評価に基づいて優先度が高いとされた情報に、再エネ動向や国の政策等から必要と考え

られる情報を加え、REPOS に搭載すべき必要情報を整理した。そのうち本業務において、

REPOS サイトおよびテストサイトに実装した情報を表 2.5-1 に示す。 

優先度が高いと評価された情報の中には、整備期間が必要なものや現状入手困難な情報

もあるため、次年度以降に整備・搭載について検討する情報の案については、2.4.3 項の将

来シナリオにおいて整理した。 

 

表 2.5-1 本業務において整備・搭載（本サイト・テストサイト）した情報 

種別 区分 情報名 原典＊1 
エネルギー種
別情報/地図 

対応業務＊3 

GIS 
（WebGIS） 
【本サイト
搭載-公開】 
 

防災関連情
報 

砂防三法指定区域 EADAS 
エネルギー種
別情報/地図 

情報活用 

土砂災害特別警戒
区域（位置） 

EADAS＊2 
エネルギー種
別情報/地図 

ポテンシャル/
情報活用 

土砂災害特別警戒
区域（範囲） 

EADAS＊2 
エネルギー種
別情報/地図 

ポテンシャル/
情報活用 

土砂災害危険箇所 EADAS 
エネルギー種
別情報/地図 

情報活用 

山地災害危険地区
（民有林） 

EADAS＊2 
エネルギー種
別情報/地図 

情報活用 

浸水想定区域（洪
水）（国管理河川） 

EADAS＊2 
エネルギー種
別情報/地図 

ポテンシャル/
情報活用 

浸水想定区域（洪
水）（都道府県管理
河川） 

EADAS＊2 
エネルギー種
別情報/地図 

ポテンシャル/
情報活用 

浸水想定区域（洪
水）（都道府県管理
河川）_収録状況 

EADAS 
エネルギー種
別情報/地図 

情報活用 

浸水想定区域（津
波） 

EADAS＊3 
エネルギー種
別情報/地図 

ポテンシャル/
情報活用 

浸水想定区域（津
波）_収録状況 

EADAS 
エネルギー種
別情報/地図 

情報活用 

既設の発電
所 

既設の風力発電所
（発電所位置） 

EADAS 
エネルギー種
別情報/地図 

情報活用 

既設の風力発電設
備（風車位置） 

EADAS 
エネルギー種
別情報/地図 

情報活用 

既設の地熱発電所 EADAS 
エネルギー種
別情報/地図 

情報活用 

計画中の発
電所 

計画中の太陽電池
発電所 

EADAS 
エネルギー種
別情報/地図 

情報活用 

計画中の風力発電
所（陸上） 

EADAS 
エネルギー種
別情報/地図 

情報活用 

計画中の風力発電
所（洋上） 

EADAS 
エネルギー種
別情報/地図 

情報活用 

計画中の地熱発電
所 

EADAS 
エネルギー種
別情報/地図 

情報活用 

FIT 認定設
備の概略位
置 

太 陽 光 発 電
（2,000kW 未満） 

EADAS 
エネルギー種
別情報/地図 

情報活用 

太 陽 光 発 電
（2,000kW 以上） 

EADAS 
エネルギー種
別情報/地図 

情報活用 
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種別 区分 情報名 原典＊1 
エネルギー種
別情報/地図 

対応業務＊3 

風力発電 EADAS 
エネルギー種
別情報/地図 

情報活用 

水力発電 EADAS 
エネルギー種
別情報/地図 

情報活用 

地熱発電 EADAS 
エネルギー種
別情報/地図 

情報活用 

電力系統情
報 

系統マップ EADAS 
エネルギー種
別情報/地図 

情報活用 

その他 

行政区域（都道府
県） 

EADAS 
エネルギー種
別情報/地図 

情報活用 

行政区域（市町村） EADAS 
エネルギー種
別情報/地図 

情報活用 

砂防堰堤 砂防堰堤 
水大気局提供デ
ータから作成 

エネルギー種
別情報/地図 

ポテンシャル 

グラフ 
【テストサ
イト搭載-
未公開】 

都道府県別
ランキング 

再エネポテンシャ
ル密度（発電） 

情報活用業務で
作成 

トピックス 情報活用 

再エネポテンシャ
ル密度（熱） 

トピックス 情報活用 

再エネポテンシャ
ル活用度 

トピックス 情報活用 

電力需要まかない
度 

トピックス 情報活用 

GIS 
（shp, 
Grid） 
【本サイト
搭載-公開】 
 

地熱 

蒸気フラッシュ発
電 
（150℃以上）導入
ポテンシャル（基
本）、導入ポテンシ
ャル（条件１），導入
ポテンシャル（条件
２） 

情報活用業務で
作成 

データと報告
書/ポテンシャ
ルジュ情報 

情報活用 

バイナリー発電 
（120℃～150℃）導
入ポテンシャル（基
本）、導入ポテンシ
ャル（条件１），導入
ポテンシャル（条件
２） 

データと報告
書/ポテンシャ
ル情報 

情報活用 

低温バイナリー 
（53℃～120℃）導
入ポテンシャル
（基本） 

データと報告
書/ポテンシャ
ル情報 

情報活用 

CSV 
【本サイト
搭載-公開】 

ポテンシャ
ルデータ 

ポテンシャル一覧
表（全国） 

情報活用業務で
作成 

データと報告
書/ポテンシャ
ル情報 

情報活用 

ポテンシャル一覧
表（自治体） 

情報活用業務で
作成 

データと報告
書/ポテンシャ
ル情報 

情報活用 

＊1 原典の略称は次の通り。EADAS ：EADAS からの API 連携により搭載 

＊2 ポテンシャル業務で情報を作成後、EADAS からの API 連携により搭載 

＊3 対応業務の記載は以下の通り。 

情報活用：令和２年度再エネ導入ポテンシャル情報を活用した再エネ導入促進委託業務 

ポテンシャル：令和２年度再生可能エネルギー導入ポテンシャルに関する調査委託業務 
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図 2.5-1 本業務において整備・搭載した情報の表示例（防災関連情報） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.5-2 本業務において整備・搭載した情報の表示例（FIT 認定設備の概略位置） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.5-3 本業務において整備・搭載した情報の表示例（電力系統情報） 
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2.5.2 優先度が高い情報の実装に向けた検討 

 ヒアリングにおいて特にニーズが高かった系統空き情報については、再エネ導入促進寄

与度が高いと判断されるため、現状の把握と REPOS への搭載可能性について検討をおこな

った。 

 

（１）系統情報公開ルールの現状 

系統情報の公開ルールについては、経済産業省資源エネルギー庁「系統情報の公開の考

え方（平成 31年 4月改定）」において、以下のように示されている。 

・特別高圧以上の系統については、広域的運営推進機関または一般送配電事業者のウェブ

サイトにおいて、回線数、設備容量、運用容量、制約要因（熱容量制約）、空容量、N-

1 電制適用可否、N-1 電制適用可能量を公開する 

・高圧の配電設備については、全国で膨大な数があることから、事前相談の際にすみやか

に回答を行う 

 

（２）一般送配電事業者の系統情報公開状況 

系統空き容量情報を公開している一般送配電事業者 10社を対象に、情報公開の状況を

整理した。 

いずれの事業者も、事業エリア内の送電設備の概略位置を示す系統マップおよび前述

の「系統情報の公開の考え方」に示されている情報について PDF,CSV ファイル等を自社ウ

ェブサイトに公開し、約 1か月程度の間隔で更新している状況であった。 

また、1社については WebGIS により情報を公開していた。 
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（３）一般送配電事業者へのヒアリング 

WebGIS で公開されている情報は、API 連携等により比較的スムーズに REPOS に搭載で

きる可能性が考えられたため、当該の一般送配電事業者に対し、REPOS への搭載の可能性

についてヒアリングを実施した。 

自社ウェブサイトで公開している情報であるため搭載できる可能性はあるとする一方、

REPOS に情報を搭載する際には、表 2.5-2 に示す課題が指摘された。 

 

 

表 2.5-2 空き容量情報搭載における課題 

No. 課題 

1 一般送配電事業者ごとに、使用しているシステムが異なると考えられるが、各社

のシステムを統一することは難しく、各社それぞれでデータの連携方法が異なっ

てくる可能性がある。 

2 API 連携のためのシステム改修費用が生じる可能性がある。 

3 自社で更新した情報が REPOS でも同時に更新されないと、利用者に混乱が生じる

可能性がある。 

 

（４）今後の動向と課題 

発電事業者の予見可能性に関する情報として、「系統空き容量情報」の他に、実運用時

の出力抑制の見通しに関する「系統潮流情報」や「需給関連情報」が公開されている。 

これらの情報の今後の動向として、経済産業省資源エネルギー庁より、下記のとおり示

されている。今後、高度化される公開情報の REPOS への搭載についても検討が必要と考え

られる。 

 

・電力需給の情報も含め、更なる系統情報の公開・開示の高度化を進めるため、今夏頃ま

でに一定の方向性を取りまとめ予定 

（第 3回内閣府再生可能エネルギーに関する規制等の総点検タスクフォース資料「カーボ

ンニュートラル時代に向けた電力ネットワークの次世代化」令和 3年 1月 8 日） 

 

 


